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Ⅰ．はじめに 

 
学校法人純真学園の歴史は、昭和 31 年、創設者である福田昌子により「学校法人純

真女子学園」が設立されたことに始まります。同年、福岡県において私学としては戦

後 3番目となる「純真女子高等学校」を開設し、翌昭和 32年には「純真女子短期大

学」、昭和 42年には「東和大学」を開設するなど、時代や社会の要請に応じた教育機

関の整備を進めてまいりました。 

 

産婦人科医でもあった福田昌子は、医療に関する豊富な経験と知識を教育に活か

し、昭和 40年には私学では初となる衛生看護科を純真女子高等学校に設置しました。

また、東和大学においても創設当初より医療電子工学科を設けるなど、本学園は長年

にわたり、医療・福祉・教育を中心とした実践的職業人の育成に取り組んでまいりま

した。 

 

平成 19年度には、学校法人の名称を「学校法人純真学園」に変更するとともに、

「純真女子短期大学」を男女共学の「純真短期大学」へと変更・改組しました。平成

23 年 4 月には「純真学園大学」を開学し、平成 30年度には「純真学園大学大学院保

健医療学研究科」を開設するなど、医療系人材の養成を中心とした高等教育機関とし

ての機能を充実させてまいりました。 

 

令和 7年度は、学園創立 70周年を目前に控え、第 3次中期計画の初年度として、こ

れまでの教育実践を継承しつつ、少子化の進行、進学志向の変化、私立学校を取り巻

く経営環境の変化に対応するため、学園全体の運営体制を見直す重要な年度となりま

した。教学と経営を一体的に捉えた法人運営の強化、各設置校の教育の質向上、学生

生徒募集力の強化、DXの推進、危機管理体制の整備、財務基盤の安定化等に取り組み

ました。 

 

また、純真学園大学大学院においては、令和 7年度から看護学専攻に診療看護師

（NP）コースを設置し、高度な臨床実践能力を備えた看護人材の育成に向けた取組を

開始しました。これは、医療の高度化、地域医療の担い手不足、チーム医療の推進と

いった社会的要請に応えるものであり、本学園が長年培ってきた医療人材育成の伝統

を、大学院教育の高度化へと発展させる重要な取組です。 

 

さらに、令和 6年度に学生募集を停止した純真短期大学については、令和 7年度末

に全ての在学生が卒業を迎えました。長年にわたり地域社会に多くの人材を輩出して

きた同短期大学の歴史と成果を大切に受け止めながら、その教育資源や建学の精神

を、今後の各設置校の教育活動へと継承・発展させてまいります。 

 

本学園は、創設者・福田昌子が掲げた建学の精神「気品・知性・奉仕」を教育の根

幹に据え、これからも各設置校における教育環境の整備と教育の質の向上に努め、社

会に貢献する人材の育成に取り組んでまいります。 
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Ⅱ．法人の概要 
 

１．学園設立の目的 

学校法人純真学園は、教育基本法及び学校教育法に従って学校教育を行い、人間

及びその社会をより良い方向に変革しうる人材の育成を目的とする。 

 

 

２．基本情報 

 法人名称  学校法人純真学園 

事務所住所  〒815-8510 福岡県福岡市南区筑紫丘 1 丁目 1 番 1 号  

ＴＥＬ  092-541-1511 

ＦＡＸ  092-541-1541 

ＵＲＬ  http://www.junshin.org/ 

 

 

３．建学の精神 

 

「気 品」 

「知 性」 

「奉 仕」 

 

学校法人純真学園は、時代の要望に即応し、高い知性と豊かな情操とをもっ

て、社会、家庭に歓迎され、敬愛される良識ある人材を訓育するために、その教

育方針として次の学園訓を掲げる。 

 

「気品」 人を魅了し、良き師、良き友を得て、お互いを高め合い、他者をして

犯すべからざる、精神性の高さで行動すること。 

 

「知性」 広い視野に立ち、枝葉末節に拘泥することなく、物事の本質を見定

め、考え、判断し、節度を持った行動をすること。 

 

「奉仕」 多くの人に支えられていることに感謝し、利害得失を捨てたときに、

心の底から生まれる志に準じて行動すること。 
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４．法人の沿革 

 
昭和 31 年 2 月 学校法人純真女子学園設立    

昭和 31 年 2 月 純真女子高等学校設置 普通科設置   

昭和 32 年 3 月 学校法人純真女子学園を学校法人福田学園に名称変更 

昭和 32 年 3 月 純真女子短期大学設置 国文科設置    

昭和 33 年 12 月 純真女子短期大学 家政科設置     

昭和 39 年 1 月 純真女子短期大学 英文科設置     

昭和 40 年 1 月 純真女子高等学校 衛生看護科設置   

昭和 41 年 2 月 福田学園中学校設置     

昭和 41 年 2 月 純真女子短期大学附属幼稚園設置   

昭和 42 年 2 月 東亜共立大学設置 工学部工業化学科・電気工学科設置    

昭和 42 年 7 月 東亜共立大学を東和大学に名称変更   

昭和 43 年 7 月 純真女子高等学校を東和大学附属高等学校に名称変更 

昭和 43 年 7 月 福田学園中学校を東和大学附属中学校に名称変更  

昭和 48 年 1 月 東和大学工学部 建設工学科設置   

昭和 48 年 4 月 東和大学附属高等学校を東和大学附属東和高等学校に名称変更  

昭和 49 年 1 月 東和大学工学部 経営工学科設置   

昭和 54 年 3 月 東和大学附属昌平高等学校設置   

昭和 58 年 2 月 埼玉純真女子短期大学設置 英語学科・児童教育学科・幼児教育学科第二部設置    

平成 12 年 3 月 純真女子短期大学英文科を英語科に名称変更 

平成 13 年 11 月 純真女子短期大学附属幼稚園廃止   

平成 14 年 4 月 東和大学附属東和高等学校衛生看護科を看護科に名称変更   

平成 14 年 4 月 東和大学附属東和高等学校 看護専攻科設置 

平成 15 年 6 月 純真女子短期大学家政科を家政学科に名称変更 

平成 15 年 6 月 東和大学 工学部医療電子工学科・環境デザイン工学科・情報学科設置  

平成 15 年 8 月 純真女子短期大学 現代コミュニケーション学科設置 

平成 16 年 4 月 埼玉純真女子短期大学英語学科を英語コミュニケーション学科に名称変更 

平成 16 年 4 月 埼玉純真女子短期大学児童教育学科をこども学科に名称変更   

平成 16 年 4 月 埼玉純真女子短期大学幼児保育学科第二部を乳幼児保育学科第二部に名称変更  

平成 17 年 3 月 純真女子短期大学 国文科・英語科廃止   

平成 17 年 12 月 純真女子短期大学 こども学科設置   

平成 18 年 2 月 純真女子短期大学家政学科食物栄養専攻を食物栄養学科に名称変更   

平成 19 年 4 月 東和大学附属昌平高等学校 設置者変更  

平成 19 年 4 月 学校法人福田学園を学校法人純真学園に名称変更  

平成 19 年 4 月 純真女子短期大学を純真短期大学に名称変更 

平成 19 年 4 月 埼玉純真女子短期大学を埼玉純真短期大学に名称変更 

平成 19 年 4 月 東和大学附属東和高等学校を純真高等学校に名称変更 

平成 19 年 4 月 東和大学附属中学校を純真中学校に名称変更 

平成 20 年 3 月 埼玉純真短期大学 英語コミュニケーション学科廃止 

平成 21 年 3 月 純真短期大学 現代コミュニケーション学科廃止  

平成 21 年 3 月 純真高等学校 音楽科・理数科・保健体育科廃止  

平成 22 年 3 月 純真短期大学 第三者評価適格認定   

平成 22 年 3 月 埼玉純真短期大学 第三者評価適格認定  

平成 22 年 4 月 埼玉純真短期大学 乳幼児保育学科第二部廃止 

平成 22 年 10 月 純真学園大学設置     

平成 23 年 4 月 純真学園大学 保健医療学部開学   

平成 23 年 10 月 東和大学廃止      

平成 23 年 12 月 純真保育園設置     

平成 24 年 3 月 純真中学校廃止     

平成 25 年 3 月 埼玉純真短期大学第三者評価適格認定  

平成 27 年 3 月 純真短期大学第三者評価適格認定   

平成 28 年 3 月 保育園事業（純真保育園）を社会福祉法人晶へ事業譲渡 

平成 29 年 3 月 純真学園大学 大学機関別認証評価適合認定 

平成 29 年 8 月 純真学園大学大学院保健医療学研究科設置認可 

平成 30 年 4 月 純真学園大学大学院保健医療学研究科設置  

平成 31 年 3 月 埼玉純真短期大学認証評価適格認定   

令和 4 年 3 月 純真短期大学認証評価適格認定   

令和 6 年 2 月 純真学園大学 特定行為研修の指定研修機関の指定  

令和 6 年 3 月 純真学園大学 大学機関別認証評価適合認定 
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５．設置校 

  ①設置する学校・学部・学科等  

  

    純真学園大学  

  保健医療学部  看護学科、放射線技術科学科、検査科学科、医療工学科 

  大学院    保健医療学研究科 （看護学専攻、保健衛生学専攻） 

  

  所在地    福岡県福岡市南区筑紫丘 1 丁目 1 番 1 号 

  ＴＥＬ     092-554-1255 

  ＵＲＬ      https://www.junshin-u.ac.jp/ 

  

 

    純真短期大学 

  食物栄養学科、こども学科 

  

  所在地    福岡県福岡市南区筑紫丘 1 丁目 1 番 1 号 

  ＴＥＬ     092-541-1513 

  ＵＲＬ     https://www.junshin-c.ac.jp/ 

  

 

    埼玉純真短期大学 

  こども学科 

  

  所在地     埼玉県羽生市下岩瀬 4 3 0 番地 

  ＴＥＬ     048-562-0711 

  ＵＲＬ      https://www.sai-junshin.ac.jp/ 

  

 

    純真高等学校 

  普通科、看護科 

  看護専攻科 

  

  所在地    福岡県福岡市南区筑紫丘 1 丁目 1 番 1 号 

  ＴＥＬ      092-541-9710 

  ＵＲＬ      http://www.junshin-hs.ed.jp/ 
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② 入学者、在学者数 

 

設置する学校 学部学科等 入学定員 収容定員 入学者数 在学者数 
在学者 

前年比増減 

純真学園大学 

大学院 保健医療学研究科                     

看護学専攻 18 名 36 名 15 名 17 名 10 名 

保健衛生学専攻 6 名 12 名 3 名 6 名 △ 2 名 

計 24 名 48 名 18 名 23 名 8 名 

保健医療学部                     

看護学科 100 名 400 名 85 名 332 名 △ 5 名 

放射線技術科学科 80 名 320 名 99 名 373 名 23 名 

検査科学科 75 名 300 名 83 名 310 名 20 名 

医療工学科 40 名 160 名 24 名 129 名 △ 28 名 

計 295 名 1,180 名 291 名 1,144 名 10 名 

小計 319 名 1,228 名 309 名 1,167 名 18 名 

純真短期大学 

食物栄養学科   80 名   40 名 △ 45 名 

こども学科   100 名   56 名 △ 67 名 

小計 0 名 180 名 0 名 96 名 △ 112 名 

埼玉純真短期大学 こども学科 150 名 300 名 65 名 146 名 △ 67 名 

小計 150 名 300 名 65 名 146 名 △ 67 名 

純真高等学校 

全日制課程普通科 190 名 570 名 258 名 578 名 46 名 

看護科   120 名   12 名 △ 30 名 

看護専攻科   80 名   59 名 △ 9 名 

小計 190 名 770 名 258 名 649 名 7 名 

合計 659 名 2,478 名 632 名 2,058 名 △ 154 名 

*在学者数（現員数）は令和 7年 5月 1日現在の人数 

*令和 6年度 純真高等学校看護科募集停止 

*令和 7年度 純真短期大学募集停止 
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③ 収容定員充足率 

 

設置する学校 学部学科等 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

純真学園大学 

大学院 保健医療学研究科 58.3% 50.0% 66.7% 62.5% 47.9% 

看護学専攻 66.7% 66.7% 83.3% 58.3% 47.2% 

保健衛生学専攻 50.0% 33.3% 50.0% 66.7% 50.0% 

保健医療学部 111.0% 107.1% 101.3% 96.1% 96.9% 

看護学科 109.2% 103.5% 94.5% 84.3% 83.0% 

放射線技術科学科 116.3% 111.9% 108.1% 109.4% 116.6% 

検査科学科 107.0% 105.7% 100.3% 96.7% 103.3% 

医療工学科 112.5% 109.4% 106.3% 98.1% 80.6% 

  109.9% 106.0% 100.6% 95.4% 95.0% 

純真短期大学 

食物栄養学科 75.6% 83.8% 68.8% 53.1% 50.0% 

こども学科 85.0% 84.0% 78.5% 61.5% 56.0% 

  80.8% 83.9% 74.2% 57.8% 53.3% 

埼玉純真短期大学 

こども学科 102.3% 97.0% 89.3% 71.0% 48.7% 

  102.3% 97.0% 89.3% 71.0% 48.7% 

純真高等学校 

全日制課程普通科 102.5% 97.4% 95.4% 93.3% 101.4% 

看護科 95.8% 95.0% 70.0% 35.0% 10.0% 

看護専攻科 87.5% 77.5% 86.3% 85.0% 73.8% 

  99.9% 94.9% 90.5% 83.4% 84.3% 

学園全体 102.0% 98.7% 92.7% 84.0% 83.1% 

*令和 7年 5月 1日現在の定員充足率 

*純真学園大学の収容定員は、令和 4年度及び令和 7年度の定員変更に伴い増加 

 （令和 3年度 1,149名、令和 4～6 年度 1,204名、令和 7年度 1,228名） 

*純真短期大学の収容定員は、令和 7年度の学生募集停止に伴い減少 

 （令和 6年度以前 360名、令和 7年度 180名） 

*純真高等学校看護科は、令和 6年度に募集停止 
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６．役員の概要（令和 7年 7月 1日現在） 

理事 定数５～８名 / 現員５名 

監事 定数２～３名 / 現員２名 

区分 
氏名 常勤・ 

非常勤 

の別 

就任年月日 
主な現職等 

外部

理事

等 

責任限定 

契約(※1) 

(○契約役員) （＊業務執行） （理事長就任年月日） 

理事長 福田 庸之助 * 常勤 
平成 9年 9月 12 日 
(平成 12 年 2 月 17 日) 

 学校法人純真学園理事長 

 純真学園大学学長 
  - 

理 事  的野 陽 * 常勤 令和 6年 8月 23日 
法人事務局 法人事務局長 

純真高等学校 副校長 
  - 

理 事  福田 陽子 非常勤 令和 5年 4月 1日  社会福祉法人晶理事長 ○ ○ 

理 事  吉田 寛 非常勤 平成 18年 11月 23日  公会計研究所所長 ○ ○ 

理 事  伊藤 穣 非常勤 令和 3年 4月 1日  学校法人横浜商科大学教授 ○ ○ 

監 事  早川 勉 非常勤 平成 18年 11月 23日  早川勉税理士事務所代表   ○ 

監 事  堤 雅彦 非常勤 平成 23年 4月 3日  堤公認会計士事務所代表   ○ 

<責任免除・責任限定契約の状況> ※1     
 学校法人純真学園寄附行為第 59 条に基づき、非業務執行理事（理事長、業務を執行したその他の理事又はこの法人の職 

 員でないもの）及び監事と責任限定契約を締結している。   
 ・契約内容の概要（「責任限定契約書」からの抜粋）    
  第２条 乙は、甲が一般法第 111 条第 1 項の賠償責任を負うときにおいて、甲が職務を行うにつき善意でかつ重大な 

  過失がないときは、その賠償責任額を同法第 113条 第 1 項に定められた最低責任限度額を限度額とすることを承認 

  する。      
  ※甲：非業務執行理事及び監事 乙：学校法人純真学園   
 ・契約によって職務執行の適正性が損なわれないようにするための措置について   
  「責任限定契約」第 2 条に記載のとおり。    

       
<役員賠償責任保険契約等の状況>    
 理事、監事、評議員を被保険者として私立学校法において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

第 118 条の 3 に規定する役員賠償責任保険契約を令和 7 年 1 月 21 日理事会決議に基づき、保険会社との間で締結してい

る。 

 ・契約内容の概要等      
  保険料は本学園が全額負担し、役員等が、自らの業務に起因して保険期間中に損害賠償請求を受けた場合に法律 

  上の損害賠償責任を負担することによって被る損害賠償金や争訟費用のほか、法人が負担する調査費用等が本保険 

  により填補される。      
 ・契約によって職務執行の適正性が損なわれないようにするための措置について   
  被保険者が犯罪行為や法令違反に起因する損害等については補償対象外   

②評議員 
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７．評議員の概要（令和 7 年 7月 1日現在） 

 

 

評議員 定数６～９名 / 現員６名 

氏名 
常勤・非常

勤の別 
就任年月日 主な現職等 

都築 廣久 常勤 令和 3年 4月 1日  純真短期大学学長 

森田 茂樹 常勤 令和 5年 4月 1日  純真学園大学副学長 

野中 俊雄 非常勤 令和 7年 6月 17日 
 東和大学附属東和高等学校 

（現純真高等学校）卒業生 

渡邉 勝将 非常勤 令和 7年 6月 17日 福岡県議会議員 

埋金 良行 非常勤 令和 7年 6月 17日 可也病院精神科医員 

齊藤 実 非常勤 令和 7年 6月 17日 国立大学法人琉球大学 学長補佐 

 

 

８．会計監査人の概要（令和 7年 7月 1日現在） 

 

会計監査人 定数１名 / 現員１名 

名称 就任年月日 

福岡監査法人 令和 7年 6月 17日 

 

  <責任免除・責任限定契約・役員賠償責任保険契約等の状況> 

   該当事項はありません。 

 

 

９．理事選任機関の概要 

 

  理事選任機関は、学校法人純真学園寄附行為 9条により、理事会と定めています。 
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１０．教職員の概要（令和 7 年 5月 1日現在） 

教育職員数           

          （単位：人） 

所属 教授 准教授 講師 助教 助手 本務計 平均年齢 非常勤 計 

純真学園大学 
31 17 20 14 2 84 51.4  歳 103 187 

(30) (15) (18) (13) (2) (78) (52.5) 歳 (74) (167) 

純真短期大学 
6 4 3 1 3 17 51.7  歳 7 24 

(8) (4) (3) (2) (3) (20) (52.2) 歳 (26) (50) 

埼玉純真短期

大学 

5 4 1 4 0 14 50.9  歳 17 31 

(5) (4) (1) (4) (0) (14) (51.6) 歳 (19) (33) 

合計 
42 25 24 19 5 115 

  
127 242 

(44) (25) (21) (22) (6) (118) (119) (237) 

＊（ ）内は令和 6 年 5 月 1 日現在の人数         

          （単位：人） 

所属 教諭 
常勤講

師 
      本務計 平均年齢 非常勤 計 

純真高等学校 
36 23 

      
59 44.0  歳 14 73 

(34) (24) (58) (43.9) 歳 (35) (90) 

＊（ ）内は令和 6 年 5 月 1 日現在の人数         

           

事務職員数           

          （単位：人） 

所属 
専任

職員 
        本務計 平均年齢 

兼務職

員 
計 

純真学園大学 
38 

        
38 48.4  歳 10 48 

(38) (38) (46.5) 歳 (9) (47) 

純真短期大学 
6 

        
6 43.8  歳 0 6 

(9) (9) (43.4) 歳 (0) (9) 

埼玉純真短期

大学 

13 
        

13 48.6  歳 4 17 

(14) (14) (48.7) 歳 (4) (18) 

純真高等学校 
6 

        
6 42.3  歳 2 8 

(5) (5) (42.6) 歳 (5) (10) 

法人事務局 
12 

        
12 40.8  歳 2 14 

(12) (12) (39.0) 歳 (2) (14) 

合計 
75 

        
75 

  
18  93  

(78) (78) (23) (101) 

＊（ ）内は令和 6 年 5 月 1 日現在の人数        
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Ⅲ．事業の概要 
 

１．学校法人 

（１）法人経営における現状認識、課題及び対応状況 

令和 7年度は、第 3次中期計画の初年度として、本学園が抱える「学生生徒等納付

金収入に依存した収支構造」「急激な少子化に伴う学生生徒募集の在り方」「DX化」

「意思決定の迅速性」といった経営課題に対応し、学園改革の基盤整備を進めた年度

です。 

これらの課題に対し、本学園では、教学と経営を横断して協議する新たな会議体の

設置、予算編成方針の見直し、遊休資産の活用、危機管理体制の制度化、組織運営体

制の再整理など、法人運営の根幹に関わる取組を具体的に進めました。 

令和 7年度は、計画に掲げた改革を単なる構想にとどめず、次年度以降の本格運用に

つながる形で制度・仕組みとして立ち上げました。 

 

（２）財務上の目標に対する取組状況 

令和 7年度は、財務健全化に向けた基盤づくりの年度として、収支改善に向けた考

え方と制度面の整備を進めました。 

具体的には、理事会において令和 7年度補正予算及び令和 8年度予算策定方針を審議

し、前年度踏襲ではなく、各支出の必要性や費用対効果を精査するゼロベースの視点

による予算編成を導入しました。これにより、限られた経営資源を重点分野へ配分す

る考え方を学園内で共有しました。 

また、財務基盤の強化に向けて、遊休用地の売却について、理事会・評議員会にお

いて承認を得ました。これは、遊休資産の有効活用を具体化した重要な成果です。さ

らに、資産運用規程及び資産運用基本方針を新たに整備し、将来を見据えた財務運営

の制度的基盤を構築しました。 

 

（３）重点事項に対する取組状況 

①スピードを最優先とする仕組みの構築（DXの推進） 

事業計画に基づき、意思決定の迅速化と業務効率化を図るための基盤整備を進めまし

た。特に、「教学・経営連携会議」を新設し、年度内に継続開催したことは、令和 7

年度の大きな成果の一つです。これにより、令和 8年度から新設される法人本部と各

設置校が、教学と経営の両面から重要課題を共有し、法人横断で協議する仕組みが実

際に動き始めました。 

また、経営ダッシュボード構築に向けて、財務・募集・教学に関する主要指標の整

理を進めました。令和 7年度は、本格運用に先立ち、何をどの順序で進めるかを整理

し、実装に向けた方向性を具体化した年度でもありました。 

 

②高大接続を軸とした入学者確保戦略の構築 

高大接続を軸とした募集戦略の構築に向けては、高校段階の学びを大学の入試や初

年次教育につなぐ新たなモデルの検討を進めました。具体的には、他大学の高大接続

の取組を調査し、本学園における実装可能性の検討を進めました。これにより、高校

での探究活動を大学での学びへ接続する構想が具体性を帯び始めました。 

また、純真高等学校においては、新学科「共創科」の設置に向けた制度整備を進

め、令和 8年度以降の教育改革と募集戦略の柱となる取組を具体化しました。 高校改
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革と高大接続を一体的に進める学園としての方向性を明確に打ち出した点も、令和 7

年度の重要な前進です。 

 

③収入の安定化と支出の適正化による収支差額の最大化 

外部資金の獲得に関しては、久留米工業大学（代表校）・九州大谷短期大学との 3

大学連携により、文部科学省「少子化時代を支える新たな私立大学等の経営改革支援

（メニュー2）」に申請し、採択されました。本事業は「小規模大学・短期大学の連携

による『広域総合大学化』〜『心・技・医』三位一体教育によるウェルビーイング時

代の高等教育機関モデルの確立〜」を事業名とし、DX 推進・学生募集改革・経営改善

を他大学との連携の中で加速させることを目指すものです。 

支出の適正化に向けては、ゼロベース予算編成の考え方を導入するとともに、予算

と実績の乖離を丁寧に検証し、過大又は不要な支出の見直しを進めました。さらに、

施設・設備改善の要望集約方法を見直し、後述する学修環境等改善アンケートの導入

につなげました。 

 

④学園全体の組織力強化とガバナンスの透明性向上 

令和 7年度は、ガバナンス体制の整備においても進展がありました。まず、改正私

立学校法への対応として、寄附行為の変更、役員・評議員体制の再整備、会計監査人

を含む新たな法人運営体制の整備を進めました。これにより、新制度下における法人

運営の基盤を整えました。 

また、「教学・経営連携会議」を規程に基づいて制度化し、教学と経営を横断して

重要課題を協議する仕組みを正式に立ち上げました。あわせて、令和 8年 4月からの

新体制移行を見据え、「経営は法人本部、教育は設置校」という役割分担を明確にす

る組織変更の基本方針を策定し、理事会において決定しました。これにより、法人本

部機能の強化と学園全体の経営の一体性向上に向けた方向性が明確になりました。 

 

４．実施計画に対する取組状況 

①建学の精神・ミッションを踏まえた学校法人の目指す将来像 

令和 7年度は、第 3次中期計画の初年度として、建学の精神「気品・知性・奉仕」

を踏まえつつ、教育の質向上と経営改善を両立させる学園運営の方向性を具体化しま

した。教学・経営連携会議や各種計画策定を通じて、学園全体として改革の基本方針

を共有したことに意義があります。 

 

②教学改革計画 

教学改革については、教育 DX、探究学習、地域・社会との連携を軸に、今後の実装

に向けた準備を進めました。具体的な取組内容は「3.（1）」及び「3.（2）」で述べ

たとおりですが、令和 7年度は、学修支援システムやポートフォリオ活用の方向性整

理、高大接続を見据えた探究学習の活用検討、純真高等学校「共創科」設置に向けた

制度整備などを通じ、学園全体の教学改革の土台を整えました。 

 

③学生生徒募集対策と学生生徒数・学納金等計画 

学生生徒募集対策については、教育の特色を軸とした募集戦略の見直しに着手し、

高大接続の観点を取り入れた新たな募集モデルの検討を進めました。詳細は「3.

（2）」で述べたとおりですが、令和 7年度は、純真高等学校共創科設置を見据えた広

報準備や同校の学費体系の見直しなど、次年度以降の募集強化につながる準備を進め

ました。 
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④外部資金の獲得・寄付の充実・遊休資産処分等計画 

外部資金の獲得及び遊休資産活用については、「3.（3）」で述べたとおり、３大学

連携による補助事業の採択と、遊休地売却の前進が主な成果でした。これらは、財務

基盤の強化に向けた具体的な前進として位置付けられます。 

 

⑤人事政策と人件費の抑制計画 

人事政策については、事務職員の評価制度に関する検討を進めるとともに、業務効

率化や DX活用を通じて、将来的な人件費適正化につながる基盤づくりを進めました。

この分野は主として設計・検討段階にあり、本格運用は次年度以降の課題として整理

しています。 

 

⑥経費抑制計画 

経費抑制については、節電や施設管理のあり方を見直すとともに、予算の適正配分

に向けた検討を進めました。特に、教育効果、安全性、緊急性、費用対効果を踏まえ

た優先順位付けの考え方を取り入れ、支出の合理性を高める方向性を整理しました。 

 

⑦施設等整備計画 

施設整備に関しては、法人事務局主導で「学修環境等改善アンケート」を新たに導

入し、教職員から学修環境・職場環境に関する要望を直接収集する仕組みを整備しま

した。さらに、Googleフォーム等を活用した回答方法、ルーブリック評価などを組み

合わせ、現場の声を透明性と公平性のある形で次年度予算へ反映させる新たなプロセ

スを構築しました。 これは、学修環境改善と予算編成の両面に資する具体的な成果で

した。 

 

５．組織運営体制 

組織運営体制については、事業計画で掲げた「教学と法人の一体的運営の推進」

「迅速な意思決定」「DX による業務効率化」「教職員のエンゲージメント向上」「ガ

バナンス強化と危機管理体制の確立」に沿って、制度面・運営面の両方から整備を進

めました。 

特に、教学・経営連携会議の新設と継続開催は、教学と経営を結び付ける新たな運

営基盤の構築として大きな意味を持ちました。加えて、令和 8年 4月からの組織変更

に向けて、法人本部の設置を中心とした新たな体制の基本方針を策定し、経営の一体

性と責任体制の明確化に道筋をつけました。 

また、理事会・評議員会・監事・会計監査人を含む新たな法人運営体制が立ち上が

ったことにより、改正私立学校法の趣旨を踏まえた運営の実効性も高まりました。 

 

６．情報公開と危機意識の共有 

情報公開と危機意識の共有については、経営情報の見える化と危機管理体制の制度

化の両面で取組を進めました。 

まず、教学・経営連携会議を通じて、財務、募集、教学等の主要課題を法人本部と

各設置校が共有する仕組みを整えました。これは、単なる情報伝達ではなく、経営判

断の背景を共有しながら学園全体で共通認識を形成する取組でもありました。 

また、危機管理の面では、危機管理・リスク管理体制構築計画を策定し、学園横断

の危機管理委員会規程の新設にまで至りました。さらに、ハラスメント規程の改正、



-13- 

 

役員賠償責任保険制度の更新などを進め、コンプライアンスとリスク管理の制度面を

強化しました。 

これにより、令和 7年度は、情報共有のあり方と危機管理の仕組みの両面におい

て、学園全体の透明性と対応力を高めるための基盤を整えた年度となりました。 

 

 

 

７．総括 

以上のとおり、令和 7年度は、第 3次中期計画の初年度として、ガバナンス、財

務、DX、組織運営、危機管理等の各分野で、計画に基づく具体的な取組を着実に前進

させた年度です。 単なる構想や検討にとどまらず、教学・経営連携会議の制度化と継

続運営、ゼロベース予算編成の導入、遊休用地売却、危機管理委員会規程の新設、学

修環境改善アンケートの導入、組織変更方針の決定など、学園改革の土台となる重要

な施策を具体的に実行しました。 

これらの成果を踏まえ、令和 8年度は、令和 7年度に整備した制度や仕組みを「検

討・試行」段階から「運用・定着」段階へ移行させ、改革の実効性をさらに高めてい

くこととしています。 

 

 

 以上の学園全体の取組を踏まえ、各設置校における令和 7年度の事業の実施状況に

ついて、次のとおり報告いたします。 
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２．純真学園大学 

純真学園大学は、学園訓である「気品」「知性」「奉仕」の精神を教育理念と

し、医療の高度化に対応した人材育成に取り組んでおります。 

第 3次中期計画（令和 7年度～令和 11年度）では、「経営の効率化による支出の

減少と少子化の中での収入増加」を基本方針とし、以下の 3つを重点事項として掲

げました。 

（1）入学定員の確保と大学認知度の向上 

（2）退学・休学の防止 

（3）DX化の推進 

この第 3次中期計画に基づき、令和 7年度は教職員の意思統一や戦略の土台形成

を図る重要な年度として、特色ある教育の推進や学生支援の充実、入試・広報戦略

の強化、地域貢献活動、内部質保証体制の強化等に取り組んでまいりました。 

また、第 2次中期計画において重点項目として掲げていた 3 つの事項「①国家試

験合格率 100％」、「②就職率 100％」、「③付加価値教育の推進」についても、医

療人材を養成する大学の社会的責任として引き続き重要な柱として位置付け、教育

内容の充実、学修支援及びキャリア支援の強化等を通じて、成果の維持・向上に取

り組みました。 

令和 8年度入学者数は、学部入学定員 295 名を上回る 306名となり、定員を充足

させることができました。一方、大学院におきましては、入学定員 24名に対し 16

名と、定員充足には至りませんでした。 

国家試験合格率は、保健師国家試験において合格率 100％を達成しました。その

他の国家試験については 100％には及ばなかったものの、いずれも全国合格率を上

回る結果となりました。 

令和 7年度卒業生の進路決定状況につきましては、看護学科において就職率

100％を達成し、その他の学科についても、令和 8年 3月 31日現在、就職活動が継

続しております。 

令和 7年度の特記事項として、文部科学省及び日本私立学校振興・共済事業団

の、令和 7年度「少子化時代を支える新たな私立大学等の経営改革支援」事業（メ

ニュー2：複数大学等連携）に、久留米工業大学・九州大谷短期大学との連携事業が

採択されました。本事業は、工学、保健医療分野を強みとする大学と、人間学を基

盤とする短期大学が連携し、「心・技・医」を統合したウェルビーイング時代の教

育モデルを共同で構築するものです。多様化する社会課題に対応する「ウェルビー

イング」時代の人材を育成するとともに、3校の強みを補完し合うことで広域的な

総合力によって教育の魅力向上と組織運営の効率化を同時に実現し、地域社会の持

続的発展に貢献してまいります。 

また、地域及び社会との連携を通じた人材育成にも取り組んでおり、その一例と

して、令和 7年 7月に福島県立ふたば未来学園高等学校と「医療人材育成に関する

相互連携協定」を締結しました。この協定に基づき、令和 8年度に初の入学生 3名

を迎えることとなりました。東日本大震災以降、本学が継続して行ってきた被災地

支援活動を礎とし、被災地の未来を担う医療人材を育成する新たな取り組みへと発

展させたものです。対象となる入学生に対し、学修に専念できる環境を整えるた

め、学費等の全額免除を含む特別支援措置を講じることとしました。多様な背景や

価値観を持つ学生を受け入れ、相互に学び合う教育環境の構築は、本学が掲げる付

加価値教育の推進及び社会に貢献する医療人材養成の理念と合致するものであり、

本学の教育活動の広がりと社会的役割を示す取り組みの一つとして位置づけており

ます。 
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このような取り組みを含め、本報告書では、令和 7年度に実施した取り組みを客

観的に整理し、実施状況や課題等について示しております。 

なお、本学の取り組みの成果を示す基礎的な指標として、以下に、「令和 8年度

入学者数の状況」、「令和 7 年度国家試験合格率」、「令和 7年度進路決定状況」

を示します。 

 

【表 1-1】 令和 8年度 入学者数の状況（保健医療学部） 

学科名 入学定員 入学者数 入学定員充足率 

看護学科 100名 125名 125.0％ 

放射線技術科学科 80名 86名 107.5％ 

検査科学科 75名 74名 98.7％ 

医療工学科 40名 21名 52.5％ 

保健医療学部 計 295名 306名 103.7％ 

 

【表 1-2】 令和 8年度 入学者数の状況（大学院保健医療学研究科） 

学科名 入学定員 入学者数 入学定員充足率 

看護学専攻 18名 12名 66.7％ 

保健衛生学専攻 6名 4名 66.7％ 

保健医療学研究科 計 24名 16名 66.7％ 

 

【表 2】 令和 7 年度 国家試験合格率 

学科名 国家資格 
本学合格率 

(合格者数/受験者数) 

全国合格率(新卒

者) 

看護学科 
看護師 97.5％（77 名/79 名） 94.1％ 

保健師 100％（10名/10名） 89.9％ 

放射線技術科学科 診療放射線技師 91.0％（71 名/78 名） 83.8％ 

検査科学科 臨床検査技師 95.8％（69 名/72 名） 93.3％ 

医療工学科 臨床工学技士 76.9％（20 名/26 名） 75.5％ 

※本学合格率は、令和 8年 3月の新卒者を示しております。 

※全国合格率は、厚生労働省 HP(令和 8年 3月 31 日現在) から引用しております。 

 

【表 3】 令和 7 年度進路決定状況（令和 8年 3月 31 日現在） 

学科名 
就職希望者

数 
就職者数 就職率 

その他 

進学者数 
アルバイ

ト等 

看護学科 73名 73 名 100.0％ 3名 4名 

放射線技術科学科 69名 64 名 92.8％ 3名 6名 

検査科学科 65名 62 名 95.4％ 3名 4名 

医療工学科 19名 18 名 94.7％ 1名 6名 

保健医療学部 計 226名 217 名 96.0％ 10名 20名 

※就職希望者数、就職者数及び就職率は、国家試験合格者を示しております。 

 

（1）教育改革 

①特色ある教育の推進 
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学士課程においては、基礎教育と専門教育を両翼とする教育を推進し、医療専門

職として必要な基礎的知識・技能の修得を図るとともに、予測困難な時代に社会で

活躍できる人材の育成を目的として、チームワーク、感性、リーダーシップ等の能

力の涵養に取り組みました。また、大学院においては、より高度な専門性と研究能

力を備えた医療専門職の育成を目指し、実践力と研究力の向上に資する教育に取り

組みました。 

 

ア 共通教養教育と専門教育を両翼とする学士課程の展開 

（ア） クォーター制による教育効果の検証 

クォーター制の教育効果の検証として、学生へのクォーター制に関するアン

ケート調査を実施しました。対象学生 1,125 名のうち回答者数は 531 名（回答

率 47.2％）で、学修のしやすさについて一定の評価が得られた一方、試験時期

の過密さなどが課題として挙げられました。また、成績、留年率、退学率等に

関する IRデータの収集を進めており、完全セメスター制の時期やクォーター

制と併用時期との経年比較を行う予定としております。 

 

（イ） 教養・リベラルアーツ教育の在り方についての点検・改善 

ディプロマ・ポリシーに基づき、医療専門職として必要な基礎的素養や幅広

い教養、倫理観を涵養することを目的として、新カリキュラム導入から 4年目

にあたることを踏まえ、各学科においてカリキュラム全体を振り返り、教養科

目と専門科目との関係性を整理・把握しました。また、主に教養科目を担当す

る非常勤講師を対象にアンケート調査を実施し、教育内容や科目運営に関する

意見を収集しました。 

 

（ウ） リーダーシップ教育の充実 

多職種連携を担う医療人材の育成を目的として、リーダーシップ教育及びチ

ーム医療教育の充実に向け、「総合チーム医療」においてシミュレーション教

育 Ver.3を用いてより実践に即した内容に変更しました。変更後の内容につい

て学生アンケートを実施した結果、概ね良好な評価が得られました。 

 

 

（エ） キャリア教育の充実と資格取得支援 

専門職としての職業意識を醸成するため、キャリア科目（4科目）及び進路

支援セミナーを通じたキャリア教育を実施しており、キャリア科目の出席率は

95.3％と高い水準を維持しました。一方、セミナー参加率は 71.8％にとどま

り、学科間で差が見られる結果となりました（高い学科は 80.9％、低い学科は

51.3％）。また、就職活動において評価される資格・検定について、受験（受

講）料を補助する支援制度を導入しており、受験者数等は以下のとおりでし

た。 
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学科 看護学科 放射線技術科学科 検査科学科 
医療工学

科 

資格 

名称 

BLS 

コース 

第 1種放

射線取扱

主任者 

第 2 種放

射線取扱

主任者 

中級バイ

オ技術者 

健康食

品管理

士 

第 2種 

ME技術

者 

第 2 種 

ME技術

者 

補助 

学年 
4年 4年 4 年 2年 

学生数 80名 91名 76 名 26 名 

受験 

者数 
73名 28名 6 名 0名 8 名 36 名 21 名 

合格 

者数 
73名 6名 0 名 0名 4 名 3名 0名 

合格率 100％ 21.4％ 0％ - 50.0％ 8.3％ 0％ 

補助率 100％ 36.3％ 6.6％ - 10.5％ 63.2％ 92.3％ 

 

イ 大学院教育の充実 

 （ア） 診療看護師（NP）コースの設置と点検・評価 

看護学専攻診療看護師（NP）コースは、令和 7年 4月に開講し、第 1期生

（12名）の講義を円滑に実施できたとともに、定期試験不合格者もなく、順調

に教育を遂行しました。また、令和 7年 9月 6日に令和 8年度一期入試、令和

8 年 2 月 22日に追加募集入試を実施し、入学定員 12名に対し 12名を合格とし

て定員充足の見込みでしたが、最終的な入学者数は 11名となりました。 

 

 （イ） 博士後期課程の設置の検討 

    博士後期課程設置について、令和 7年度中の認可申請、令和 9年度開設を目 

標に準備を進めてまいりましたが、教育内容の精査や体制整備等に関し、予定 

していた計画での申請が困難な状況となったため、申請は見送ることとなりま 

した。 

改めて準備を行い、教育課程編成や授業科目の更なる精査、見直しを図るこ 

ととしております。 

 

（ウ） 高度医療資格の取得 

より高度な専門性を備えた医療人材の育成を目指し、大学院生の資格取得支

援に取り組んでおり、支援実績として令和 7年度は細胞検査士試験に 1名が合

格しました。 

 

ウ 社会の新たなニーズに応える教育の推進 

 （ア） 教育の DX化の充実 

    教育の質の向上を目的として DX化を推進し、学生のパソコン必携化について 

ICT 専門部会において検討を行い、令和 8年度入学生から実施することを決定

しました。令和 9年度の完全ペーパーレス化を目指し、令和 8年度はそれに向

けた準備期間とする方針です。 
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（イ） 全学的な OSCEの導入 

医療系大学として求められる実践的臨床能力の客観的評価を行うため、全学

的な OSCE（客観的臨床能力試験）の導入に向けた取り組みとして、各学科にお

ける OSCEの実施状況の調査を行いました。看護学科では、一部科目を除き単

位認定に係る OSCE の導入には至っていないものの、放射線技術科学科、検査

科学科及び医療工学科では既に導入していることを確認しました。看護学科に

おいては、令和 6 年度に日本看護系大学協議会が公表した改正モデル・コア・

カリキュラムの評価基準を踏まえ、カリキュラム改正と連動させた看護実践力

評価体制を段階的に整備することとしております。 

 

②教育の実施体制等の充実 

特色ある教育を安定的かつ効果的に実施するため、教育・学修環境の整備を進

めるとともに、教育の内部質保証体制の充実に取り組みました。 

 

 ア 教育・学修環境の整備 

 （ア） 知の拠点としての図書館、ラーニング・コモンズの充実 

    学生の自主的かつ協働的な学修活動を支援するため、ラーニング・コモンズ 

の設備・備品の整備計画案について検討するとともに、利用促進方法について

図書館運営委員会を中心に協議を行いました。また、ラーニング・コモンズ年

間利用者数は 200 名以上となり、目標としていた 120名を大きく上回る実績と

なりました。 

 

（イ） ゼミ室の整備 

   学修環境の改善に向け、ゼミ室の整備状況を把握し、純真短期大学の閉校に 

伴うフロアの活用方法とあわせて、全体的な建物利用計画への展開について検

討を行いました。 

 

 （ウ） 教育の充実のための TAの活用 

    医療専門職の養成を担う教育人材の育成及び教育補助体制の充実に向け、TA 

の活用を促進すべく、TA の活動時間の上限を撤廃し、稼働時間の増加を図りま

した。しかしながら、実績として年間の活動人数は 2名、総活動時間は 30時

間と、前年度実績を下回る結果となりました。この結果を踏まえ、TA 制度の教

育的意義や活用方法についての周知が十分であったとはいえず、周知方法や TA

の業務内容を含めた運用体制の見直しが課題として整理されました。 

 

 イ 教育の内部質保証の着実な実行 

 （ア） 3 つのポリシーを踏まえた学修成果の把握と改善 

    3つのポリシーを踏まえた学修成果の把握と改善に向け、令和 7年度から新 

たに導入した GPS-Academic を用いた評価を 1年次生対象に実施するととも

に、評価項目とディプロマ・ポリシーとの関連付けを行いました。また、IRデ

ータ集（基礎編）を作成し、今後の分析に向けた基盤整備を進め、データを活

用したディプロマ・ポリシー到達度評価に基づく改善策の検討・策定準備を行

いました。 
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（イ） 学生満足度調査の改善と実行 

学生満足度の向上及び教育改善のため、ワーキンググループを立ち上げて学

生満足度調査の内容及び実施方法の精査を行い、これまで個別に実施していた

学生満足度調査と学修等に関するアンケートを統合しました。統合したアンケ

ートを今年度実施し、その結果を関係部署と共有した上で、課題抽出及び改善

策の検討を行いました。 

 

（ウ） 卒業生との連絡体制及び協力関係の強化 

卒業生との連絡体制の構築及び協力関係の強化を目的として、令和 8 年 1月

に同窓会が発足しました。 

 

③内部質保証及び自己点検・評価 

大学運営の質的向上を図るため、各組織が主体的に自己点検・評価を実施し、教

育研究活動及び大学運営全般に係る内部質保証体制の整備と改善に取り組みまし

た。また、令和 5年度に受審した大学認証評価結果を踏まえた改善を行いました。 

 

 ア 自己点検・評価の実施と内部質保証の推進 

 （ア） 内部質保証体制の整備と機能性の点検・改善 

    内部質保証体制の機能強化を図るため、自己点検・評価報告書を作成すると 

ともに、令和 5年度に受審した大学認証評価において指摘された改善事項（基

準項目 6-3）への対応として関係規程を整備しました。これらの整備を踏ま

え、内部質保証体制が適切に機能しているかについて点検を行い、PDCAサイク

ルに基づく改善の検討を行いました。 

 

 （イ） 外部評価機関による評価結果の活用と業務等改善への反映 

    令和 5年度に受審した大学認証評価の結果を大学運営の改善に反映させるた 

め、自己点検・評価委員会において改善状況の確認を行いました。また、自己

点検・評価した教育・研究・運営等に関し、外部の方に検証及び評価を行って

いただき、より良い運営と発展に資する提言をいただくことを目的として、令

和 8年 3月 27日に「外部評価委員会」を開催しました。今年度は、九州医療

センター院長、福岡市南区総務部長、福岡県私学協会会長、純真学園大学後援

会会長を外部委員とし、結果として高評価をいただくことができました。外部

評価委員会で示されたご意見については、検討事項として整理し、業務改善に

反映をさせることとしております。 

 

 ④教育の国際化の推進 

グローバル化が進展する医療現場においては、異なる文化的背景を持つ人々と協

働する能力や、国際的な医療動向を理解する視点が求められることから、学生が国

際感覚を涵養できる教育環境の整備に取り組んでおります。海外大学等との交流を

通じた教育プログラムの充実を図るとともに、短期海外研修や国際交流活動への参

加を促進し、異文化理解を深める機会を提供しました。 

 

ア 国際性豊かな教育内容の充実と学習環境の提供 

 （ア） 外国人留学生短期受入プログラムの実施 

国際的な視野と異文化理解力の涵養を目的として、海外大学等との単位交換

を含む制度整備について検討することとしておりましたが、実施には至りませ
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んでした。今後は、海外大学との連携強化を図るとともに、受入プログラムの

具体化及び実施に向けた体制整備を進めることを課題としております。 

 

 （イ） 学生の短期海外留学の推進 

    学生の国際的視野の拡大と異文化理解の促進を目的として、毎年、短期海外 

研修を実施しております。令和 7年度は、韓国（ソウル）において 2泊 3日の

短期海外研修を実施し、学生 6名が参加しました。また、本学のプログラム外

においても、個人申込による海外研修に 2名が参加し、1名はオーストラリ

ア、1 名はカナダへの研修プログラムに参加しました。実施後のアンケートで

は学生満足度は高く、海外研修を通じて異文化理解の深化や専門職としての視

野拡大に資する成果が得られました。 

 

 ⑤学生支援の充実 

   医療専門職を目指す学生が、心身ともに健康で充実した大学生活を送りながら 

主体的に学修を進め、国家資格の取得及び希望する進路を実現できるよう、多面

的な学生支援の充実に取り組みました。 

 

ア 学生生活支援の充実 

 （ア） サークル等課外活動に対する支援の充実 

    サークル活動の活性化に向け、学友会サークル委員会を開催し学生の意見聴 

取を行う計画としておりましたが、開催には至らず、新規サークルの設立もあ

りませんでした。なお、全 17サークル中 7サークルが学園祭に参加しました

（参加率 41.2％）。 

一方、学生間の交流を目的として、今年度は看護学科 4回、放射線技術科学

科 3回、検査科学科 5回、医療工学科 1回、計 13回の交流会を開催し、学生満

足度は高く、学生と教員間の交流を促進するものとなりました。 

また、学内運動施設のニーズ調査を実施し、今後は結果をもとに設置の要否

を検討することとしております。 

 

 （イ） 保健室・学生相談室体制の充実 

    学生の心身の健康保持及び健康管理意識を向上すべく、定期健康診断及び二 

次検査の受診勧奨を行い、健診未受診者及び要二次検査者への対応を実施して

おります。令和 7 年度の定期健康診断受診率は 99.0％と、全学生受診にはわず

かに届かなかったものの、二次検査該当者の受診率は昨年度と比較すると改善

がなされました。 

 （ウ） 学生寮の在り方の検討 

    入居率の低迷や収支の悪化といった課題を改善すべく、学生にアンケート調 

査を実施した結果、「2年間の入寮期間」と「門限の設定時刻」が長期入居を

妨げる要因の一つとなっていることが明らかになりました。これを受け、入居

率の向上と寮収入の確保、安定的な運営を目的として寮規則の改正を行い、入

寮期間の延長と門限時刻の緩和を決定しました。 

 

イ 学修支援・キャリア開発の充実 

 （ア） アーリーエクスポージャーの推進 

    入学後早期に医療専門職としての役割や責任を理解させ、学修意欲及び職業 
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意識の向上を図ることを目的として、看護学科を除く 3 学科では、毎年、アー

リーエクスポージャー（早期体験病院見学）を実施しております。対象学年 1

年次生の参加率は、放射線技術科学科 99.0％、検査科学科 92.5％、医療工学

科 100％と、全学科において概ね高い参加率となりました。満足度につきまし

ても、放射線技術科学科 99.0％、検査科学科 89.2％、医療工学科 98.0％と高

水準であり、学修理解度も高く、アーリーエクスポージャーの教育的効果が明

確に示されました。 

 

 （イ） SG制度による学生サポートの充実と改善 

    学生一人ひとりの修学状況や生活面に関する悩みを早期に把握し、継続的か 

つきめ細やかな支援につなげるよう、SG制度による学生サポートの充実に取り

組んでおります。学生に対して行った学修等に関するアンケートの結果では、

「SG制度があることで先生に悩みを相談できる」、「教員と関わる機会がある

ことで安心感がある」といった肯定的なコメントが多数確認できた一方、制度

運用面に関する指摘事項も挙げられ、SG制度の運用の均質化や教員間での支援

姿勢の共有が課題として明確化されました。 

 

ウ 休退学者防止のための取り組み 

（ア） 学生満足度の向上 

休退学者防止のための分析資料として活用すべく、ワーキンググループを設

置して学生満足度調査の内容を精査し、従来実施していた「学生満足度調査」

と「学修等に関するアンケート」を統合しました。統合したアンケートを今年

度実施し、その結果を関係部署へ共有したうえで、課題の抽出及び改善策の検

討を行いました。結果の分析をもとに学生支援施策の改善に反映させることと

しております。 

 

 （イ） 教職協働の取組強化 

    休退学者の抑制を重要課題と位置づけ、教員と事務職員が学生の修学状況等 

に関するデータを共有し、協働で組織的な学生支援につなげることを目指して

おります。令和 7 年度は休退学者に関するデータの抽出と把握を行い、今年度

の休学者は計 58名で休学率 5.07％、退学者は計 45名で退学率 3.93％でし

た。昨年度と比較すると、休学率は若干の改善が見られた一方、退学率は＋

0.4％となりました。休退学に至った最大の要因は学業不振であることが明ら

かとなり、その他進路決定時のミスマッチなど、複合的な要因が背景にあるこ

とも確認されました。 

 

 （ウ） SG及び担任制の見直し 

    SG 及び担任制に関する研修や討議を SDとして実施する計画でしたが、実施 

には至りませんでした。そのため、SG及び担任の役割を改めて整理・明文化す

るとともに、アンケート結果等を踏まえた制度の見直しを進めることを今後の

課題としております。 

 

（2）研究推進 

 ①特色ある研究の推進 

地域社会及び医療分野が直面する多様かつ高度な課題に対応すべく、医療系大学

としての使命を踏まえた研究活動の推進に取り組みました。医療・保健・福祉分野
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における社会的要請を意識しつつ、特色ある研究の創出と研究水準の向上を図ると

ともに、研究を持続的に推進するための実施体制の整備・強化を促進しておりま

す。科研費をはじめとする競争的研究費の獲得支援を重点的に行い、教員による積

極的な研究活動を後押しするとともに、学内研究助成制度を活用した戦略的な予算

配分や、外部資金獲得に向けた研修や支援体制の整備を通じて研究活動の活性化を

図り、組織的な研究推進の基盤強化に取り組みました。 

 

 ア 特色ある研究の推進 

（ア） 独創的な研究による科研費の獲得 

令和 7年度科研費の新規採択件数は研究代表者として 6 件、採択金額は

21,540,000 円となり、前年度（3 件、8,900,000 円）を上回る成果が得られま

した。また、科研費獲得の支援体制強化を目的として、今年度から「科研費獲

得支援システム」を導入し、申請書のレビュー等、組織的な応募支援に取り組

みました。 

 

 ②研究の実施体制等の充実 

研究の実施体制及び支援体制の充実に向け、研究費の戦略的配分や支援制度の活

用を通じて、教員が研究活動に専念できる環境整備を促進しております。また、外

部研究資金の獲得を見据えた組織的な支援として、研修の実施や支援体制の強化に

取り組み、研究成果の創出及び研究力の底上げを図りました。 

 

 ア 研究の支援・実施体制等の整備 

（ア） 特色ある研究に対する戦略的な予算配分 

研究活動の活性化及び外部資金獲得につながる研究の創出を目的として、学

内研究助成制度を活用した戦略的な予算配分を行っております。令和 7年度

は、学内研究助成に 9件の応募があり、そのうち 2件を採択し、研究費の配分

を行いました。応募件数は前年度（7件）を上回っており、年々応募件数は増

加していることから、研究の活性化が図られるとともに、科研費への申請件数

も増加傾向にあります。 

 

（イ） 外部資金獲得セミナー、知的財産権セミナー等の開催 

教員の研究力向上及び外部資金獲得力の強化を目的として、令和 7年 7月 17

日に「外部資金獲得に向けた科研費獲得の方法とコツを学ぶ」をテーマに、具

体的な手法や留意点に関する研修会を開催しました。 

 

 ③研究の国際化の推進 

 ア 研究の国際化の推進 

 （ア） 国際共同研究の実施 

    国際共同研究の実績創出を目標として掲げておりましたが、創出には至ら 

ず、国際共同研究を推進するための支援体制や仕組みの構築が課題として整理

されました。 

 

（3）学生募集対策と学生数・学納金等 

 ①意欲ある学生の確保 

   少子化の進行や入試環境の変化を踏まえ、本学のアドミッション・ポリシーに 
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適合した意欲ある学生の安定的な確保を重要課題と位置づけ、戦略的な学生募集

活動に取り組みました。学士課程においては、入学者選抜制度の点検・見直しを

行い、オープンキャンパスや広報活動、高大接続を通じて、教育内容や特色の効

果的発信に努めました。 

 

 ア 戦略的な募集活動の展開（学士課程） 

 （ア） 入学者選抜のあり方の点検・検討 

学士課程においては、アドミッション・ポリシーに適合した意欲ある学生の

確保に向け、入学者選抜方法及び募集活動の点検・見直しを行いました。具体

的には、総合型選抜及び学校推薦型選抜における評定平均値や欠席日数といっ

た出願条件を緩和するとともに、過去の受験状況データを基に指定校及び指定

校枠数の見直しを行いました。また、受験生向け小論文対策講座は、従来 8月

のオープンキャンパスにて実施しておりましたが、7月のオープンキャンパス

でも実施することで参加者の分散を図り、学科イベントへの参加機会を確保し

ました。 

 

 （イ） 魅力的かつ効果的な学生募集活動の実施 

    少子化の進行及び大学間競争の激化を背景に、安定的な入学者確保と定員充 

足を重要課題と位置づけ、高校訪問やオープンキャンパス、出張大学説明会な

どを通して、本学の教育内容や特色を高校生及び保護者に対し分かりやすく発

信するとともに、大学案内パンフレットや広報誌の内容の充実に取り組みまし

た。 

令和 8年度入学定員充足率は、学部全体としては確保されたものの、学科別

にみると充足状況に差が生じるものとなりました。 

また、大学ホームページへのアクセス数は前年度比で減少する結果となり、

情報発信手段としての効果検証と改善が課題となりました。 

 

 （ウ） 探究教育への協力による高大接続戦略 

    大学における学びを高校生に分かりやすく伝えるとともに、将来の進学や職 

業選択に対する意識醸成を図ることを目的として、高校生向け探究学習支援プ

ログラム「ディスカバ！」を令和 8年 3月 29日に開催しました。本学の教育

内容や専門分野の特色を生かしたプログラムを提供することで、高校生に医

療・保健分野への関心を高めていただき、意欲ある学生の早期確保につなげる

ことを目指した取り組みです。大学での学びを体験的に理解できるプログラム

構成とし、アクティブ・ラーニング形式による授業方法を取り入れ、将来の進

路に対する目的意識を醸成することを重視しました。純真高等学校や本学在学

生の出身校として多い高校、近隣の高校を中心に広報活動を行い、学科横断型

のテーマ設定により、「看護学科×検査科学科」、「放射線技術科学科×医療

工学科」の 2つのプログラム構成で実施した結果、計 31 名に参加いただき、

本学の教育内容や医療分野の学びの特徴を具体的に示す機会として一定の成果

を得ることができました。 

 

 （エ） SNS等を活用した広報の充実 

    プロモーション動画を活用した情報発信を継続した結果、5種類の動画の合 

計視聴回数は約 70万回と一定の成果が得られました。 
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 イ 意欲ある大学院入学者確保のための募集活動の充実 

 （ア） 入学者選抜のあり方の点検・検討 

    令和 8年度入学定員充足率は、看護学専攻、保健衛生学専攻ともに 66．7％ 

にとどまり、定員充足には至らず、募集活動のあり方が課題となりました。今

後は、各専攻の教育内容や修了後の進路を踏まえた募集戦略の見直しを行い、

令和 9年度入学定員の充足を目指してまいります。 

 

 （イ） SNS等を活用した広報の充実 

    大学院の情報を掲載したポスターを学内に掲示し、本学学部生へ周知すると 

ともに、学部生の実習先である医療機関を中心にチラシやポスターを送付しま

した。一方、SNSを活用した広報については、具体的な運用体制の構築や効果

検証には至っておらず、今後に向けた課題としております。 

 

 ②地域社会への貢献 

   医療系大学として地域社会に開かれた大学づくりを推進するとともに、地域住 

民の健康増進や地域課題の解決に寄与することを目的として、医療啓発活動や公

開講座等の実施を中心に、自治体や地域団体との連携を通じた交流・協働の取り

組みを行いました。 

 

 ア 地域における医療啓発活動の充実 

 （ア） 健康フェスティバル等の地域と学生の交流の促進 

    地域住民の健康意識向上及び医療啓発を図る取り組みとして、健康フェステ 

ィバル等の地域交流事業を実施しました。南区及び近隣公民館等と連携し、医

療系大学としての専門性を生かした啓発活動を行い、地域住民や学生の交流促

進を図りました。実績として、健康フェスティバルには過去最高の 152名（前

年度 130名）の参加があり、前年比 17％の増加となりました。また、サイエン

スキャンプとして検査科学科及び医療工学科による講座を実施し、中学生 18

名、高校生 18名、計 36名の方々に参加いただき、前年度比 100％増として、

地域からも一定の評価を得ることができました。加えて、南区出前講座を 8講

座実施しました。 

 

 （イ） 南区こども大学への参加と内容の充実 

    次世代を担う子どもたちに医療・科学への関心を喚起することを目的とし 

て、南区こども大学に継続的に参加しております。令和 7年度は計 6講座を実

施し、参加人数は 137名となり、昨年度（129名）を上回る成果を得るととも

に、医療・科学分野への理解を深める講座を提供しました。 

 （ウ） 子育て支援・がん教育といった地域活動の充実 

    地域住民の生活に密接した課題に対応すべく、子育て支援やがん教育等の地 

域活動を実施しており、妊婦の夫婦を対象とした「育児体験教室」を開催しま

した。今年度は計 5回開催し、計 37組の住民に参加いただきました。また、

祖父母になられる方々を対象に、看護学科 4年次生による「孫育て教室」を今

年度から開催し、13名に参加いただきました。 

これらの取り組みを通じ、医療系大学として地域社会における役割と存在意

義を再確認するとともに、学生にとっても地域と関わる学修機会の提供につな

がりました。 
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 イ 地域活性化への支援 

 （ア） 地域自治体との連携による防災・防犯への取り組み 

    地域の安心・安全なまちづくりに寄与する取り組みとして、筑紫丘校区自治 

協議会や筑紫丘公民館、せいかつ防災サークル、純真高等学校と協働して学園

祭で地域防災イベントを開催しました。 

 

（イ） 地元公民館や自治会との交流事業の実施 

近隣の公民館及び自治会との交流を図るため、継続的な連携を通じて地域活

動への理解を深めております。その活動実績を南区長に評価いただき、令和 7

年度より、南区自治組織・行政協議会にて地域課題について情報交換を行う機

会を得ることができました。 

 

 （ウ） 図書館・カフェの開放等による地域住民との交流機会の検討 

    大学図書館を「知の拠点」として地域住民や高校生に開放し、交流機会の創 

出に取り組んだ結果、計 134名（うち高校生 98 名）の方々に利用いただきま

した。また、図書館イベントを令和 7年 12月と令和 8年 2月に開催し、参加

者から高評価をいただくことができました。 

 

 （エ） ボランティア活動の推進 

学生の社会貢献意識の醸成及び地域活性化への寄与を目的として、ボランテ

ィア活動への参加を推進しており、学生 140名が公民館でボランティア活動を

実施しました。また、南区大学連絡会議にて共有されたボランティア関連情報

は、随時事務局学生係に共有し、チラシの配布・掲示を行うことで学生が地域

活動に参加しやすい環境づくりに取り組みました。 

 

 ウ 国際交流活動 

 （ア） MOU締結校との交流促進 

    短期海外研修において、MOU 締結校であるカトリック大学（韓国）を訪問 

し、教職員及び学生による人的交流を行いました。 

 

（イ） 地域における異文化理解の推進 

地域における異文化交流の拠点の構築を目標として掲げておりましたが、拠

点形成や継続的な交流活動の実施には至っておらず、今後の課題として整理し

ました。 

 

（4）外部資金の獲得、遊休資産処分等 

 ①外部資金の獲得 

   大学運営の安定化及び教育研究活動の持続的発展を図るため、外部資金の獲得

促進を重要な課題と位置づけ、組織的に取り組みました。 

 

 ア 共同研究の推進 

 （ア） 共同研究の推進 

    令和 7年度の共同研究件数は 25件となり、前年度（28件）を上回ることは

できませんでした。また、新規件数についても 4件と前年度（8件）比で減少

しており、共同研究の拡大に向けた取り組みの必要性が明らかとなりました。 
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 イ 寄付金の受入れ推進 

（ア） 寄付金の受入れ推進 

    寄付金制度や関連施策の確認を行い、過去の寄付金受入れ状況の把握、受入

促進策の検討を今後の課題として整理しました。 

 

（5）人事政策と人件費の抑制 

   将来的な学生数の変動や財政状況を見据え、持続可能な大学運営に向けて、学

園全体の組織体制や人的配置の在り方について中長期的に検討する必要があると

の認識を共有しました。 

 

（6）経費抑制（人件費除く） 

 ①予算管理の在り方の見直し 

 ア 学生生徒納付金収入に見合った支出予算の作成 

 （ア） 決算額を意識した予算計上 

    決算状況を踏まえた実効性のある予算編成のため、事務職員に対し過年度の

収支決算書の情報共有を行い、財務状況に関する認識の共有を図りました。 

 

 ②経費削減策の検討・実施 

   事務局内で経費削減に向けた問題点を集約し、支出項目や運用上の課題の洗い

出しを行いました。 
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３．純真短期大学 

 

1)令和 7 年度 純真短期大学総括 

本学は、医学博士の福田昌子女史を設立者として、昭和32年（1957年）、福岡市南

区に福岡市で初めての女子短期大学として開学した。その後平成19年（2007年）に

は、受容の多様性による時代の流れを見据えて、男女を共学化した短期大学へと移行

したが、今日まで福田昌子女史が唱えた学園訓である「気品」、「知性」、「奉仕」

の精神を備えた“純真なひと”を育てたいとの思いから、学生一人ひとりの学びや、

それぞれの教員の専門分野を活かし、近隣地域の様々な社会貢献活動にも携わる中

で、人のつながりを大切に温かい思いやりの心を持って人に接することができる人材

育成教育を施してきた。この間約14,000名の卒業生を輩出し、現在も多くの卒業生が

日本社会の様々な分野で活躍している。  

しかしながら、少子化に伴う18歳人口の段階的な減少、上位の高学歴の獲得を目指

す女子学生の四年制大学志向の高まり、より実践的なスキルを短期間で身に付ける専

門学校との競合、低所得世帯の支援のための給付型奨学金の導入などは、近年、学生

募集へ極めて深刻な影響を与えている。こうして入学生確保の困難化が継続し、全国

的に私立短期大学への志願者が大幅に減少したため、令和7年度（2025年度）には私立

短期大学の約9割が定員割れを起こし、この30年間で学校数が半減する厳しい状況下

（現在、約300校）にあり、本学も例外ではなく、ここ数年志願者数及び入学者数の減

少が定常化し、入学定員の確保が喫緊の重要課題となっていた。 

そこで役員会において、今後の抜本的な学生募集対策、持続可能で安定的な入学者

数の確保、財務指標の改善の見通しなどを数回にわたり慎重に審議した結果、最終的

な判断として令和6年（2024年）2月度の役員会で、令和7年度（2025年度）以降から新

たな学生募集を停止することが可決された。   

この決定を受けて、2年後の卒業に至るまで、現在の教育・学習環境を維持・継続

し、令和 5年度の入学生を含めた全ての在学生に対して、学生生活の充実・向上、教

育活動（専門教育、教養教育）、免許・資格取得（国家、民間）、進路決定（就職活

動、進学）等の支援についても、従来どおり教職員一同が全力を挙げて取り組んでい

くことを全学的に確認した。令和 7年（2025年）9月に開催された「教学・経営連携

会議」及び「教授会」では、上半期の『令和 7年度前期総括』として、在学生の卒業

に向けた本学の具体的な取り組みに関して、教務関係、学生関係、就職関係、公開講

座関係、教員関係の 5つの範疇に分割後、それらの進捗状況を取りまとめて報告した

結果、例年と変わらない対応が確認できた。 

その後『純真短期大学障がいのある学生の支援に関する指針』をもとに、合理的配

慮が必要な学生への対応策を協議・決定した。習熟度に明確な個人差はあったもの

の、学生の体調の一部の好転化とともに、学生が教職員の根気強い教育的指導に呼応

してくれたため、3月 14日（土）に挙行された令和 7年度卒業証書・学位記授与式に

おいて、食物栄養学科 40名、こども学科 55名、合計 95名の在学生全員を卒業させる

ことができた。これを受けて今後速やかに、文部科学省大学設置・評価室へ、本学の

廃止に係る認可申請の手続きを行うことにした。またこども学科において、在学中に

保育士資格及び幼稚園教諭二種免許の取得を希望していた学生達も、免許・資格に関

わる再履修科目の補講とそれらの単位の修得を経て必要条件を満たしたため、在学中

に当該資格・免許を取得することが可能となった。   

 

 

 

https://www.asahi.com/topics/word/%E5%A5%A8%E5%AD%A6%E9%87%91.html


-28- 

 

2)両学科の特色を活かした取り組みの実施 

◆ 食物栄養学科 

三つの方針（DP・CP・AP）の一体的運用及び評価では、令和 6年度開講科目につい

て三つの方針に基づく教育が展開、評価されているかを確認した。 学習成果の点検・

見直しでは、個人別学習成果カルテの項目を確認し、個人別学習カルテをもとに学習

成果を確認した。 

GPA制度の活用では、成績不振学生（GPA 下位 4分の１以下）について、前期は 4月

から 5月、後期は 9月から 10月に担任が面談し、現状分析と勉学への取り組み方など

を確認して、少しでも上位の成績を修めることができるように指導した。 

卒業生及び在学生へのアフターケアの充実では、10 月 5日（日）から 11月 30日

（日）にかけて、「管理栄養士受験対策講座」を 10回実施した。受講者は卒業生（外

部含む）5名、在学生 5名であった。また、11月 30日（日）に最後の「ホームカミン

グデー」を開催し、過去最多の卒業生 47名、教員 9名が出席して、卒業生の近況報告

や本学の現状と将来などについて交流を図った。  

担任制（指導・支援体制）の強化では、オフィスアワーや授業前後の時間を有効活

用するとともに、学生相談室との連携を強化して、学生の生活及び学習相談や履修指

導など、学生に寄り添いきめ細やかな指導を行い、学生が安心して学校生活を送れる

ように日々努めた。 

サービスラーニングでは、『給食サービス』の授業の一環として、5月 12日（月）

から 6月 9日（月）にかけて 5 回、昼休みの時間に「ミニお総菜販売」を実施し、い

ずれも大変好評であった。 

その他の取り組みとして、卒業要件の単位未修得者への対応では、個別に授業科目

の履修計画を立て、単位修得に向けた指導を行った。また、合理的配慮が必要な学生

への対応では、学科内で対応内容を検討し、個室でオンデマンドでの授業を実施する

など、学生に配慮して適した学習環境を整えて教育を施した。 

インターンシップ関連では、昨年に引き続き防衛施設（航空自衛隊春日基地）にお

いて、6月 4 日（水）、5日（木）の二日間、6名の学生がインターンシップ研修に参

加し、充実した成果を得た。 

 

◆ こども学科 

三つの方針（DP・CP・AP）の一体的運用及び評価では、令和 7年度の開講科目にお

いて、三つの方針に基づく教育が展開、評価されているかを確認した。学習成果（ア

セスメントプラン）の評価、履修カルテの文章記述確認は、DP の学力の 3要素「基本

的な知識技能」、「思考力・判断力・表現力」、「主体性・多様性・協働性」を踏ま

えて作成したものに沿って進めた。 

質的学習成果の評価・検証については、今年度は、後期開講科目の『保育・教育基

礎研究Ⅲ』で実施した模擬運動会、『保育・教職実践演習』で実施した模擬遠足、保

育内容（言葉）で実施したペープサートの動画を記録し、それぞれの科目の授業の中

で学生へのフィードバックを通して、質的学習成果の評価・検証を行った。 

個人別ポートフォリオの実践については、上述の演習科目の映像を取りまとめ、授

業の中でフィードバックを実施する段階にとどまり、個別のポートフォリオの実践に

までは至らなかった。 

GPA制度の活用では、GPAより成績不振学生（GPA下位 4分の１以下）を抽出し、対

象学生に対し、後期の開始時に担任が面談を行い、学習意欲を高めることができるよ

う指導した。さらに、充実した学びの提供ができるよう、逐次、学習成果の点検や見

直しを実施し、学生の成績向上に努めた。 
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学外実習については、学科内の実習委員会を中心に進めた。実習に関する取り決め

事項や判断は、実習委員会で検討後、学科会議で情報を共有し、迅速化を図った。１

名の学生が 8月の『保育所実  習』を中断することになったが（令和 8年 2 月に再

実習実施済）、それ以外の学生は予定した全ての実習を終えることができた。特に 6

月から 8月にかけて実施した施設実習では、実習前の準備と実習中の巡回訪問指導等

の対応が、学生の安心と実習の充実に繋がったためか、対象となる学生全員が欠席す

ることなく終えることができた。 

卒業生へのアフターケアについては、学園祭と同日の 10月18日（土）に、67期生

を対象として Teams 及びインスタグラムで呼びかけ、ホームカミングデーを開催し

た。近年では最多の 14名の参加があり、終始和やかな雰囲気の中で近況を語り合うこ

とができた。  

担任制の強化については、昨年度と同様に副担任も配置し、前期スタート直後から

必要に応じて個別面談を行いながら、学生との意思疎通を図ってきた。こども学科で

は、担任以外のどの教員とも相談や、面談が出来る体制を取っており、それらの情報

を学科会議で共有し、教員間で連携が取れるように努めた。学友会が主催した 2年生

同士の交流については、8月 7日（木）に実施したランチバイキング（ANAクラウンプ

ラザホテル福岡）、10月 31日（金）に実施したグリーンランドへの学外活動、12月

12日（金）に実施したクリスマス会、科目のグループ演習等を実施した。 

サービスラーニングの取り組みについては、例年、1年次の開講科目の中で、系列

の保育園との連携も兼ね、「こどもの園純真」（保育園）に訪問し、3歳未満児と 3

歳以上児それぞれを対象に「秋まつり」を実施していたが、今年度は 2年のみの在籍

のため開催しなかった。県内の各保育園、幼稚園、施設等から、開催行事に関するボ

ランティアの募集があったため、学内に掲示してボランティア活動の支援を行った。 

 

3)教育環境・教育体制の改善・向上 

（1）教育課程関連の整備 

教養教育科目及び専門教育科目の点検と見直しの検討を行い、令和 7年度も両学科

ともに授業科目及び単位数については現行どおり運用することとした。また、講義要

項（シラバス）の点検では、令和 7年度チェックリスト（「担当形態」「担当教員」

「キーワード」「到達目標」「成績評価の方法」「成績評価の基準」「フィードバッ

ク」「学習内容」「事前・事後指導」「様式」）に基づき所属学科の教員間でクロス

チェックを行い、適切な講義要項（シラバス）が作成されていることを確認した。な

お、新入生がいないため、学生便覧に関する各種項目及び内容の点検は実施しなかっ

た。 

 

（2）ルーブリック評価の導入 

特に実験、実習及び実技科目では、引き続き数年前より導入した「ルーブリック評

価」を採用して、客観的に適切な評価を行った。「ルーブリック評価」を導入するこ

とで、教員と学生との間授業の目標、授業内容、到達度を共有することができ、意欲

的な学びと学力向上に繋がった。また、「ルーブリック評価」を活用することによっ

て公平な評価が可能になった。 

 

（3）教育環境の改善 

短大棟内の各教室及び実習・演習室に設置されている各種 AV 機器の設備点検作業を

行った。 
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（4）担任制度の充実 

両学科ともに複数名の担任が中心となり、前・後期のオリエンテーション時に履修

指導及び各種免許・資格取得に向けた指導を行い、学習意欲の向上と学校生活の不安

解消に努めた。また、成績不振者（GPA下位 1/4以下）には、担任が 4月と 10月に個

人面談を実施し、出席率の向上や学力向上に繋がるよう個別に指導した。 

担任は退学者、休学者に対して早めの対応を行い、きめ細やかな学生への指導や保

護者や学生相談室と連携を図りながら、退学・休学防止対策を講じた。その結果、今

年度の退学者は、就学支援のため休学していた学生 1名のみだった。 

単位未修得の学生には、必要に応じて三者面談を実施し、単位修得状況や履修計

画、学校の対応について三者間で情報共有を行い、単位修得に向けて対応した。 

合理的配慮の提供では、食物栄養学科の 3名の学生に対して、修学支援やカウンセリ

ングなどの合理的配慮を行った。 

 

4)学生の学園生活の安定と充実 

（1）安心・安全な学園生活の継続とマナーやモラルの向上 

①学校設備や備品等公共物の利用・使用のルールやマナーの遵守 

②学生にふさわしい生活態度と風紀の醸成 

 

今年度の在籍学生は 2年生のみとなった。新年度オリエンテーションでは、自衛隊

福岡地方協力本部・福岡地区隊長による防災講演会を実施し、日常を安全に過ごすた

めの意識向上につながった。 

また、サークルの顧問をしている教員を通じて、必要に応じて学生に還元できるよ

う、各サークルが保有している備品の調査・確認を行った。 

意見箱では内容に応じて学生委員会や関係部署に引き継ぎ検討を行い、回答するこ

とを通して、学内ルールやマナーの周知、向上につなげていたが、今年度は年間を通

じて意見箱への投書はなかった。 

学生の問題となる行動等があった場合は、エマージェンシーコールや学内掲示、ク

ラスアワー等で注意喚起を行い、学生生活の向上に取り組んだ（交通ルールの順守

や、ゴミ等のポイ捨てに関すること）。 

 

（2）健康管理センターとの緊密な連携による学生相談体制と障がい学生への支援体制 

充実 

①学生相談・カウンセリング情報の共有 

②閉学に伴う学生の不安緩和に向けたサポートの充実 

③障がい学生への合理的配慮の協力体制の構築 

④円滑な学生支援のための業務分担と協力体制の構築 

 

健康管理センターとの緊密な連携による学生相談体制の充実については、毎月純真

学園大学と協働で「健康管理センター運営会議」を実施し、学園内の教職員及び在学

生の健康の維持・管理や、学生の相談室利用状況等に関する情報を共有して、必要に

応じて担任等との連携を図った。  

今年度も学科別・学年別に UPI（学生の精神的健康調査）検査を実施し、ストレス

や不安状況を把握し、不安要素が懸念される学生には、相談室から来所相談を積極的

に促し、面談を実施した。 

昨年度より「純真短期大学障がいのある学生の支援に関する指針」をもとに、障が

いのある学生に対して合理的配慮を提供するための支援体制が構築された。今年度は
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食物栄養学科の 3 名の学生に対して、個室を与えてオンデマンドで受講する、合理的

配慮の下での教育環境を設定し、担任をはじめ学科の所属教員や関係部署と連携しな

がら対象学生の支援に努めている。 

 

（3）学生の課外活動の支援 

①学友会・サークル活動への支援と充実 

・学生が自主的に活動するためのサポート 

②学友会の活動を通した学生の主体性の賦活への支援 

③「学園祭」の充実に向けた支援 

・学園大学学友会との連携による、「学園祭」実施に向けた取り組みのサポート 

・昨年度の反省を踏まえた課題検証と今年度の充実に向けた支援 

 

昨年に続き、学生係や担任を中心にサークル活動への参加を呼びかけたが、新規サ

ークルの立ち上げはなく、今年度は学友会のみの活動となった。 

学友会活動においては、学友会の意見を反映して学科別に企画・実施することにし

た。各イベントの計画及び運営は、執行部の学生を中心として、学友会に所属してい

る学生が主体的に行った。実施概要は以下のとおりである。 

実 施 日  学  科 内  容 場  所 

令和 7 年 8 月 6日 食物栄養学科 バーベキュー大会 グリルピア 

（ヨドバシカメラ博多） 

令和 7 年 8 月 7日 こども学科 ビュッフェ ANA クラウンプラザホテ

ル福岡 

令和 7 年 10 月 31 日 こども学科 学科イベント 

（バスツアー） 

グリーンランド 

（熊本県荒尾市） 

令和 7 年 12 月 12 日 食物栄養学科／

こども学科 

クリスマスパーティー MLC 純真カフェ 

令和 8 年 1 月 23 日 食物栄養学科 学科イベント 

（バスツアー） 

唐戸市場、海響館他 

（下関・門司港） 

 

今年度の純真学園祭は、昨年度と同様に 1 日限定で開催した。学友会の学生が主体

となり、純真学園大学学友会の学生と連携して「学園祭実行委員会」を立ち上げ、10

月 18 日（土）に無事開催した。特に今年度は、食物栄養学科の学生が複数の班で班

長を担うなど、例年以上に本学の学生たちの活躍が顕著だった。 

 

5)就職支援体制の改善・向上 

（1）就職希望者の就職率 100％を目指すための支援計画を構築 

①就職支援プログラムの再編成 

・面接対策の指導充実 

近年の多様化する面接の形式に対応できるよう、対面面接とオンライン面接のそ

れぞれの特性に対応した面接試験対策を実施し、個々に応じた就職支援をすること

ができた。 

・就職に対する早期の意識づけ 

クラスアワーや必修科目の授業後の時間等を活用し、両学科の就職活動スケジュ

ールに合わせた細やかな情報提供を実施した。4月には両学科で就職活動の基本と

求人票の閲覧についてのガイダンスを行った。6月 4日（水）と 8月 4日（月）に



-32- 

 

はこども学科 2年生を対象としたガイダンス（業界研究と職種研究）を実施した。

また 8月 5日（火）には、こども学科 2年生と保護者を対象とした「三者合同就職

ガイダンス」を実施した。 

 

②リモートでの就職支援体制の実施 

窓口での対応に限らず、Microsoft Teams のチャット機能を活用し、学生に直接

呼びかけることで、就職活動への取り組みを促した。特に、就職活動に消極的な学

生については、学科とも連携して希望する就職先の条件などを聞き取り、学生の希

望に近い求人を提示するなど、積極的な呼びかけを行った。 

 

③情報発信の強化 

Microsoft Teams 等を活用強化して、Teams 内に就職情報を提供するための専用チ

ームを開設 

し、学生への情報提供を行った。 

本学 HPの在学生ページに就職活動に関する書類や求人情報を集約し、学生が就職

情報にアク 

セスしやすい環境を整えた。 

 

④内定者ガイダンスの実施 

9月 19日（金）と 1月 16 日（金）、食物栄養学科の 2 年生を対象に、内定者ガ

イダンス（内定後のマナー講座）を実施した。 

 

（2）進路先との連携を強化 

①進路先アンケートの実施方法の改善及び回収率アップ 

10 月に進路先アンケートを実施した。回収率は 62.2％と昨年と比較して 5.6ポイ

ント減少したが、60％以上の高い回収率を維持することができた。また、このアン

ケート結果を学科及び就職係で共有し、学生の就職支援に役立てた。 

卒業生アンケートについては回収率が 41.8％で、昨年と比較して 16.6ポイントも

大幅に上昇した。 

 

②個別の企業説明会なども含め進路先との連携強化を継続 

4月 16日（水）に富士産業株式会社、6月 24日（火）に中村学園事業部の 2社に

来学いただき、企業説明会を実施して、進路先と就職係で卒業生の就業状況や就職

希望者の情報交換を行い、進路先との連携を強化することができた。 

 

（3）保護者への就職情報の発信 

保護者からの「本学から就職に対する情報が少ない」という声に応えて、令和 5

年度から、紙面による就職情報を「JCP（Junshin Career Press）」として発送して

いる。今年度の第 5号には、就職部長の挨拶、在学生による実習報告、68 期生を対

象とした就職ガイダンスの実施報告などを記載し、9月 12日（金）に保護者宛てに

発送した。 

 

6)内部質保証に資する FD・SDの実施 

（1）教員・職員個々の自助努力による FD・SD 活動への啓発活動 

教員・職員個々の自己課題の明確化と、課題克服やスキル向上を目指すための啓

発活動の実施。 
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今年度も、教員・職員一人ひとりが自己課題を明確化し、課題克服やスキル向上を

目指す取り組みを推進した。その一環として、啓発活動の実施に向けた準備を進め

るとともに、課題克服やスキル向上を目的とした研修・セミナーの計画を進めた。

また、「大学教育と生成 AIの現在地 －利用の広がりと課題－」に関する案内を行

い、最新の教育動向及び生成 AIの活用と課題について理解を深める機会を提供し

た。 

 

（2）学生への授業評価アンケートの実施と教員へのフィードバック 

教員個々の授業内容の客観視と授業改善に繋がる情報と手がかりの入手 

今年度は、教員個々の授業内容を客観的に把握し、授業改善に繋がる情報を得るこ

とを目的として、従来どおり授業評価アンケートを実施した。集計結果については

教員へフィードバックを行い、後期の授業改善に活用された。なお、本学は令和 8

年 3月に閉学に向けた諸手続きを開始するため、後期の授業評価アンケートは実施

しなかった。 

 

7)地域貢献 

（1）福岡市南区との連携 

福岡市南区と交わしている連携協定及び覚書に基づき、「南区子ども大学」や「南

区出前講座大学版」の実施を通じて、地域及び本学の相互発展へ向けた取り組みを

実施した。 

福岡市南区と連携して取り組んでいる「南区子ども大学」では、7月 31日（木）に

「ＴＨＥ・書！」の講座を開催した。「南区出前講座大学版」への講師派遣では、6

講座に依頼があり、依頼を受けた教員が直接対応して講座を実施した。 

 

（2）公開講座 

公開講座は、実施しなかった。 

 

（3）管理栄養士受験対策講座 

管理栄養士受験対策講座に 6 名の申し込みがあり、10 月 5日（日）から 11月 30日

（日）にかけて、食物栄養学科の 6名の教員と非常勤講師の 1名が、午前と午後の

部に分けて合計 10回（20コマ）の講座を担当した。 
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４．埼玉純真短期大学 

2024年度における入学者数の減少を受け、2025 年度は全教職員で強い危機感を共有

し、組織一体となって改善に向けた取り組みを推進しました。特に広報活動を最重点

項目として位置付け、従来の手法を見直しながら、より効果的な情報発信に努めまし

た。 

具体的には、新たにブランドコンセプト「あそび×junshin」を策定し、本学の特色

や魅力を明確化するとともに、オープンキャンパスや高校生向け体験授業において積

極的に展開し、参加者が本学の教育内容を体感的に理解できるよう工夫しました。さ

らに、教学面においてもブランド化の意識を共有し、授業内での実践的な取り組みや

工夫について教員同士がワークショップ形式で発表・共有する機会を設けることで、

教育の質向上と本学の強みの可視化に取り組みました。加えて、認証評価を受審しま

した。 

これらの取り組みにより、ブランドコンセプトの策定とその活用を通じて本学の特

色や魅力を一体的に発信する基盤が整備され、広報活動と教学改革を連動させた取り

組みは一定程度進展しました。また、認証評価においては「適格」との評価を得るこ

とができ、本学の教育・運営体制が一定の水準にあることが確認されました。 

しかしながら、入学者数については目標に達することができず、依然として大きな

課題が残る結果となりました。認証評価を通じて明らかとなった本学の課題も踏ま

え、今後は、今年度構築した広報および教学の取り組みをさらに発展させ、実効性の

高い施策として定着させるとともに、入学者確保につながる具体的な成果へと確実に

結び付けていく必要があります。 

 

1）学生確保 

① 入学者定員の確保と施策 

2025年度の入学者数は 93 名となり、計画目標である 120名以上には届きませんで

したが、前年度実績（65 名）を 28名上回りました。しかしながら、定員充足には至

らなかったことから、本学としては当該結果を真摯に受け止め、引き続き学生確保に

向けた取り組みを強化していきます。 

オープンキャンパスについては、ブランドコンセプト「あそび×junshin」のもと、

高校 3年生の初回参加者数が 144名、延べ参加者数が 516名となり、目標（初回 240

名、延べ 800名）には届きませんでしたが、昨年度比では初回参加者が 24名増、延べ

参加者が 74名増と改善が見られました。また、ナイトオープンキャンパスの実施にあ

たっては、活動報告書の書き方をサポートする企画を取り入れるなど、部活動後でも

参加しやすい環境を整備し、高校生の多様なニーズに対応したプログラムを提供しま

した。さらに、参加促進に向けた新たな取り組みとして、高崎線沿線からのスクール

バスを運行し、来場しやすい環境の整備を図りました。これらの取り組みは一定の改

善を示したものの、オープンキャンパス参加者の目標数には達しておらず、今後はさ

らなる集客力の向上に向けた施策の強化が必要です。 

「夏休み保育者体験」については、保育分野への関心喚起および入学促進を目的と

して 2年連続で実施しており、参加者数は昨年度の 9名から 23 名へと増加しました。

また、オープンキャンパスに来場した高校生に対しては、本プログラムへの参加を促

すとともに、個別相談や継続的な情報提供を通じて志望度の向上を図るなど、入学に

つなげるためのフォロー施策を実施しました。参加者のうち 1名が他大学へ進学する

結果も見られましたが、全体としては本学への関心を高める機会として一定の役割を

果たしています。今後は、本学の教育内容や学生支援体制の強みをより明確に発信す
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るとともに、オープンキャンパス参加者から出願・入学へとつなげる導線を一層強化

し、参加者の満足度および進学意欲の向上につなげていきます。 

さらに、社会人入学者の獲得に向けて申請していた令和 8年度「職業訓練（長期高

度人材育成コース）」については、採択後の募集活動を経て 4名の入学が決定し、新

たな入学経路の確保という点において一定の成果を得ました。今後は、本制度の認知

度向上および募集体制の強化を図り、さらなる拡充を目指していきます。 

 

② 高校訪問の回数 

今年度は、高校訪問の効果を最大化し、本学の認知度向上と入学者確保につなげる

ことを目的として、全教職員による訪問体制の強化に取り組みました。1校につき年 4

回以上の訪問を目安とし、従来十分に訪問できていなかった遠隔地の高校についても

新たに訪問を開始するなど、訪問範囲の拡大を図りました。また、訪問時には卒業生

の活躍を紹介するリーフレットを活用し、本学に進学した学生の実績を具体的に示す

ことで、高校教員との信頼関係の強化に努めました。 

その結果、年度を通じて延べ 208回の高校訪問を実施し、指定校への訪問が 189

回、通信制高校や指定校以外への訪問が 19回となりました。訪問件数は目標（延べ

470回）に対して達成率 44％にとどまりましたが、高校ガイダンスや進路説明会への

参加回数を大幅に増やしたことにより、高校生に対して直接、本学の特色や魅力を伝

える機会は大きく拡大しました。 

今後は、訪問件数のさらなる充実を図るとともに、ガイダンスや進路説明会で得ら

れた接点を高校訪問へと効果的につなげるなど、訪問活動の質と量の両面から改善を

進め、広報活動全体の強化に取り組んでまいります。 

 

③ 「STEAM×EdTech×保育」を融合した出張型ワクワク体験授業の準備 

オープンキャンパスにおいては、タブレット端末を活用し、スローモーション機能

により水の跳ね方を観察するなど、探究的かつ体験的な学びを重視したプログラムを

実施しました。これにより、高校生が主体的に学びに関わる機会を提供するととも

に、本学の教育の特色を具体的に体感できる内容となりました。実施後のアンケート

においても、参加者からは理解の深まりや学びへの関心の高まりに関する肯定的な意

見が寄せられ、一定の手応えが得られています。 

しかし、これらの取り組みはオープンキャンパス内での実施にとどまっており、出

張授業として外部に展開できる体系的なプログラムの構築には至っていません。今後

は、実施内容の精査を行うとともに、対象や実施方法を整理し、出張授業としても活

用可能なプログラムへと発展させていきます。 

 

④ 高校教員向けの「未来の教育フォーラム」と検討・準備 

高校教員向けの「未来の教育フォーラム」の開催に向け、企画検討および準備を進

めるとともに、運営メンバーおよびリーダーの選定を行いました。 

今後は、事務局メンバーを加えた体制を整備し実施に向けて取り組んでいきます。 

 

〇デジタル活用（SNS × AI ターゲティング）   
① LINE・TikTok・Instagram を活用し、「あそび×学び」を可視化し、幅広い層に広

げる 

今年度は、SNS を活用した広報活動を重点的に推進し、LINE 配信や TikTok 投稿、

Instagram投稿を通じて情報発信の拡充を図るとともに、Instagramを中心に「あそび」

に関する動画を継続的に発信し本学の体験的な学びの可視化を進めました。 
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その結果、Instagramではフォロワー数が 1,378人に達し、閲覧回数が 1万回を

超える投稿も 10件見られるなど、高い関心を集めました。これにより、高校生や

保護者に本学の魅力が伝わりやすくなり、認知拡大や魅力発信に寄与するととも

に、一定の広報効果が認められました。 

一方で、TikTokは投稿回数が 28回にとどまり継続的・計画的な運用体制の構

築が課題として残るとともに、AI分析を活用した高校別アプローチの最適化につ

いても実施に至らず、今後の検討課題となっています。 

 
② データ分析に基づく高校訪問の最適化 

今年度は、次年度の学生募集に向けたデータ分析体制の構築に取り組み、外部機

関のシステム導入および基礎データの整理を進めることで分析基盤の整備を図り

ました。その結果、これまで十分に進められていなかった募集関連データの整

理・入力にも一定の道筋をつけることができました。 

ただし、システムの導入時期が 2月と遅かったことから令和 8年度の学生募集

には活用できておらず、令和 9年度の学生募集より本格的な活用を開始する予定

です。 

 
③ 遠方高校生向け入学支援（VR・オンライン） 

今年度は、遠隔地に居住する高校生への支援の一環として、オンラインによる個別 

相談や LINE を活用した相談対応、ならびに説明会を実施し、来学が難しい生徒に

対して進路相談を行いました。 

オンライン相談等に関する高校ごとのアプローチ最適化については、今年度は具 

体的な分析には至らず次年度以降の課題としており、あわせて、VR（仮想現実）

技術を活用したキャンパス体験についても今後検討を進めていく予定です。 

 

〇『あそびの達人』ブランド確立のための戦略   

① 『あそびの達人』の専門性の可視化と資格制度を創設 
「あそびの達人」の可視化に向けた検討については、本学における学生の学びを

どのように可視化し、卒業後の専門性の証明として社会に示していくかを中心に、

教育課程との連動を踏まえた整理を進めました。あわせて、学内外の広報戦略や教

育展開との整合を図りながら、既存科目の中から認定にふさわしい科目の選定や、

学内で取得可能な外部資格との関連性の整理を進めました。 

その結果、次年度に向けた「あそびの達人認定制度（仮称）」の創設に向け

て、基盤が整いつつあります。今後は、本制度を単なる称号にとどめるのではな

く、本学の教育成果を示すブランド資源として位置づけるための検討を進めてい

きます。 

 
② 学生が主体の「あそび」のデザイン及び実践型プロジェクト 

プロジェクト展開を見据えた地域への周知については、今年度は地域の保育園・幼

稚園に対し、本学の新たなブランドコンセプト「あそびの達人」に込めた理念や教

育方針を、合同就職説明会や実習連絡協議会等を通じて発信し、理解の促進を図る

段階にとどまりました。 

今後は、本学の取り組みに賛同いただける地域の園との連携を深め、具体的なプロ

ジェクトの展開へとつなげていきます。 
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③ 入学者増加を見据えた「あそびの達人」ブランドの全国発信と環境の整備 

今年度は、SNS 活用の拡大による広報強化として、Instagram を中心に学生目線で

「あそび」を題材とした情報発信を行うとともに、大学案内に「あそび×junshin」の

ページを新設し、SNSと紙媒体を連動させた広報展開を推進しました。 

その結果、これらの発信は高い反応を得て、本学の魅力を効果的に伝える手段で

あることが入学予定者の声等から明らかとなり、さらに兵庫県・長野県・福島県な

どこれまで接点の少なかった地域からの問い合わせ等も増加するなど、広報の到達

範囲の拡大と志願者層の裾野拡大につながりました。 

今後は TikTok 等の新たな媒体への展開や発信内容の質・量の向上、大学案内・

Webサイトとの連動を強化するとともに、地域別の反応や志願動向の分析に基づく

ターゲティングを行い、より効果的かつ持続的な広報体制の構築を進めていきま

す。 

 

〇高大連携の具現化   

①「未来の保育者アカデミー」の創設と探究型学習環境の整備 

「未来の保育者アカデミー」の創設に向けては、体験授業の実施などを通じて段

階的に準備を進めており、その一環としてオープンキャンパスにおいてデジタル技

術を活用した体験授業を展開するなど、創設に向けた準備を行いました。あわせ

て、当該事業の検討チームを編成し、リーダーを決定しました。今後も準備を進め

ていきます。 

 

②未来の保育を考え、実践する高大接続プログラム 

地域と連携した高校生対象の「夏休み保育体験」については、昨年度より近隣保

育所との連携を強化し、実践的な保育者体験の機会を提供しました。地域との連携

は進みましたが、「未来の保育」を主体的に考え実践できる機会を提供するため

の、探究型学習の導入やデジタル技術を活用した全国型高大接続は準備段階にとど

まっています。 

 

〇外国人学生の獲得と受け入れ体制の強化   

学生募集において、外国人学生の獲得や受け入れ体制の強化については、運営委

員会で継続的に検討するとともに、他大学の日本語別科の運営状況や外国籍学生の

進学動向を調査しました。その結果、現状では保育者を志望する外国人は非常に少

なく、本学の教育分野との適合性からも、短期的な志願者の大幅な増加は見込みに

くいことが明らかとなりました。こうした状況を踏まえ、受け入れ体制の整備につ

いては優先度を見直し、全国展開による取り組みへと方針を転換することとしまし

た。 

 

２）教学改革計画 

〇新ブランドコンセプト「あそびの達人」   

～子どもの創造力を最大化し、共に学び成長する保育者～育成プログラムを構築する 

① 「あそび」を軸としたカリキュラム検討と授業のスリム化 

今年度は、3 回にわたりカリキュラム検討委員会を開催し、「あそび」を軸とし

たカリキュラム再構築に向けた検討を行いました。カリキュラムのスリム化につい

ては、科目の開講時期の見直しに加え、実習時期の変更も視野に入れながら実習委

員会と情報共有を行い、引き続き検討を進めています。 
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当初は「あそび」を主軸とした新規科目の導入を検討していましたが、保育の原点

である「あそび」の視点から、まず既存科目の授業内容を再評価することを優先す

ると判断しました。これを受け、教員にはシラバスに準拠しつつも「あそび」の視

点を踏まえた教授内容の工夫を促し、実践可能な内容は授業に反映するよう周知し

ました。 

その結果、各教員において「あそび」の視点を取り入れた授業実践が進み、授業

評価アンケート等からも学生の高い評価が確認されました。また、年度末には FD研

修として、今年度の授業実践を全教員で共有し、次年度以降の授業改善に活かすた

めのワークショップを開催しました。このように、授業改善の取り組みがさらに広

がり、教員間での実践共有が活発化したことで、科目群の整理に向けた方向性がよ

り明確になりました。 

 

② 実習時期を検討し、土曜・祝日授業を極力減らす 

学生の学習負担軽減と学びの質向上を両立させる観点から、実習時期の見直しに

ついて、実習委員会およびカリキュラム検討委員会で慎重に検討を進めています。

実習関連科目の開講時期との整合性を確保する必要があるため、変更後に齟齬が生

じないよう調整を行っています。 

令和 7年度前期では、2年生に平日の全休日が設けられたことから、実習期間中

の授業を当該日に振り替えることで、土曜・祝日の授業回数を大幅に削減（令和 6

年度：12回 → 令和 7年度：1回）することができました。今後も実習委員会と情

報を共有しながら、学生の負担軽減と学びの質向上の両立に向けた体制整備を継続

していきます。 

 

③ 「あそび」の哲学と研究 

これまで十分に活用されていなかったモンテッソーリ教具を模擬保育室に再配置

し、学生が日常的に手に取れる環境を整備するとともに、教員間で活用方法の共有

を図り、授業への活用可能性について検討を行いました。 

その結果、学生が自由に教具に触れながら学ぶことができる環境が整い、体験的

に学びを深めるための基盤を整備することができました。 

次年度は、世界のあそび文化や教育理論を幅広い教養として学べるよう、「あそ

び」の意義を理論と実践の両面から体系的に学ぶ授業の展開を目指します。その準

備として、バリでのオンライン研修や韓国での現地研修を通じて現地の大学生と交

流しながら「あそび」に関する学びを深め、これらの経験を次年度の授業内容へと

つなげていく予定です。 

 

④ 地域連携あそびプロジェクト 

これまで、近隣保育園や小学校との交流に加え、「ゼミナールⅠ・Ⅱ」の少人数

制を活かして担当教員が新たな連携先となる保育・福祉施設の開拓を進め、その結

果、訪問型の学外授業を開始し、学生が地域の実践現場に直接触れ、学びを深める

機会を創出することができました。また、近隣のイオンモールが子育て世代向け施

設の充実を進める中で、保育学生の視点を取り入れた遊び場づくりや子育て支援事

業の検討も進められており、本学からの連携打診を通して、地域との協働の幅を広

げつつあります。 
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⑤ デジタル×「あそび」の探求 

iPad の授業活用については、いくつかの授業で導入を開始し、デジタル技術なら

ではの可視化や記録の工夫を通じて、学生の学びへの関心を高める取り組みを進め

ました。また、外部の認定資格である「保育 ICT検定」を 1学年全員と、希望する

2学年および教員が受験し、全員が合格しました。これにより、情報リテラシーを

含む ICT活用の基礎的知識を身につけることができ、今後の保育現場で求められる

ICT活用に向けた素地が整い、デジタル技術を活かした学びの幅が広がりました。 

今後は、多目的室に整備されたデジタル設備を活用し、「あそび×ICT」をテーマ

とした学生主体のデジタル活用による学習環境の充実を図っていきます。 

 

〇ハイブリッド短大を実現するための準備 

ハイブリッド型学習スタイルの導入に向けた検討を開始しました。その先駆的な取

組として、「カウンセリングⅠ」において、3大学連携の特別聴講制度を活用し、聴

講生を対象に試験的なオンライン授業を実施しました。 

 

３）財務状況の改善 

〇経営収支差額比率０％の実現   
① 文部科学省補助事業へのチャレンジ 

今年度の「少子化時代を支える新たな私立大学等の経営改革支援」は、要件を満た

すことができず、申請には至りませんでした。また、「大学等を通じたキャリア形成

支援による幼児教育の『職』の魅力向上・発信事業」に申請しましたが、不採用とな

りました。 

今後も、本学の教育改革および経営改善に資する取り組みを推進するため、こ

れらの事業に限らず、文部科学省等が実施する各種補助事業への申請にも積極的

に取り組んでいく方針です。 

 
② 業務の本質的な見直しと外注化 

今年度は、コア業務の見直しの一環として、履修登録、成績処理、学生の出欠  

管理等の DX 化を実施し、業務の迅速化を図りました。また、外注化の取り組みと

して、従来は機器の不具合等により 3週間程度を要していた学生証作成業務を外

部委託に移行し、業務効率の向上を実現しました。さらに、コピー機のリース契

約の見直しを行い、これまで外部印刷業者に依頼していた一部冊子を学内で印刷

できるようにしたことで、コストの適正化も図ることができました。 

引き続き、コア業務の見直しや外注化可能な業務の検討を進め、さらなるコス

ト削減に取り組んでいきます。 

 
③ 経費抑制計画 

財務の健全化を図るため、これまでの「前年予算を基準とした調整方式」の見直し

を進めました。今年度は、必要な支出を一つひとつ精査し、実際に必要な経費を積み

上げて算出する方式へと転換し、より適正で透明性の高い予算編成体制への移行を目

指して予算編成を行いました。これにより、従来は見えにくかった支出の妥当性や優   

先順位についても、一定程度把握しやすくなりつつあります。なお、基本的にはゼ

ロベースでの見直しを実施したものの、精査が十分とはいえない部分も一部に残され

ており、引き続き改善が必要な状況です。 
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あわせて、大学全体で経費抑制への意識を共有し、ペーパーレス化や印刷物の

デジタル化など、日常業務の中で実施可能な改善を推進しました。これらの取組

は、コスト削減のみならず業務効率化にもつながるものと考えられます。 

今後も、無駄な支出を抑制しつつ、必要な教育・研究環境の維持・向上との両

立を図りながら、継続的な経費の適正化に取り組んでいきます。 

 
④ キャンパスの「中期修繕計画」策定 

学園本部と連携し、修繕の優先順位や予算配分について慎重に協議しながら、効率 

的かつ段階的に施設整備を進めました。限られた予算の中で必要な修繕を着実に

実施するため、緊急度や教育活動への影響を踏まえた計画的な対応を重視しまし

た。今年度については、計画に則り体育館特定天井落下防止対策工事が完了しま

した。 

一方で、キャンパス全体を見通した「中期修繕計画」の策定については、引き

続き検討を進めている段階です。今後は、より計画的かつ継続的な施設整備の推

進に向け、本計画の整備を図っていきます。 

 

４）組織運営体制   

スピードを最優先事項とし、そのための仕組みづくりを計画の中心に置く 

〇意思決定から現場教職員への周知の仕組みの構築  

経営ダッシュボードの導入については、大学運営に必要な主要指標を一元的に管

理・可視化し、リアルタイムでの情報共有を図ることを目的として計画していました

が、今年度は具体的な着手には至りませんでした。また、承認フローの迅速化やリア

ルタイム通知システムの整備、現場意見の収集・分析といった関連する取組について

も、十分な推進には至りませんでした。その背景には、教員と事務職員が一体となっ

た運営体制の再構築や、組織体制の見直しに一定の時間を要したことが挙げられま

す。 

一方で、3 月現在において組織体制の整備がおおむね完了したことから、今後は意

思決定の迅速化および情報共有の高度化に向け、具体的な施策の実行を着実に進めて

いきます。 

 

〇教職協働のイメージを具体化   

年度当初に、5カ年計画および事業計画を教職員全体で共有するための教職員会議

を開催し、大学としての方針を共有したうえで事業を開始しました。あわせて、これ

らの計画を Microsoft Teams 内のフォルダに格納し、教職員が随時閲覧できる環境を

整備しました。 

また、次年度に向けて、教員と事務職員が一体となって運営にあたる「ワンチーム

型」体制の構築を見据え、各委員会の委員長（教員）と事務組織との役割分担および

連携体制を見直しました。さらに、情報共有の強化を図るため、Microsoft Teams上

に「教員・事務」チームを設置し、委員会議案や議事録、教授会資料等を一元的に共

有できる体制を整備しました。 

これらの取組により、組織運営の効率化と情報共有の円滑化が進みました。一方

で、運用面における課題も残されていることから、次年度においても継続的な改善を

図っていきます。 
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５）令和 7年度認証評価における評価結果 

認証評価に向けた準備については、全学的な体制のもと、計画的に取り組みを進め

ることができました。各部署が連携しながら、必要な資料の整備や点検を着実に行

い、円滑に訪問調査を迎えることができました。 

認証評価に係る訪問調査の結果、令和 8年 3月 13日付で短期大学基準協会より「適

格」の判定を受け、基準Ⅰから基準Ⅳのすべてにおいて「合」と評価されました。 

一方で、本学のさらなる向上・充実に向けて、以下の 3点についてご指摘をいただ

きました。 

第 1に、［基準Ⅱ 教育課程］において、CAP制について学則の根拠規定に基づき、

履修上限の具体的な設定を規程として明確化するとともに、学生に対して学生便覧等

で周知することが望まれる点です。本件については、令和 8年度までに規程の整備を

進めるとともに、本学ホームページ等を通じて学生への周知を図っていきます。 

第 2に、［基準Ⅲ 財的資源］において、学生の充足率の向上に向けた取り組みの一

層の充実が期待されています。本件については、大学全体で取り組みを強化し、引き

続き改善に努めていきます。 

第 3に、［基準Ⅳ 教学運営］において、教授会議事録の作成方法についてさらなる

工夫が望まれています。本件については、音声変換機能や AI 技術の活用により記録の

精度向上と確認体制の充実を図り、より効率的かつ正確な議事録作成を実現するよう

適切に対応していきます。 

これらの指摘を踏まえ、今後も教育の質の向上と運営の改善に継続して取り組んで

いきます。 
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５．純真高等学校 

１.現状認識および主要課題への対応状況 

本校における最大の課題である「転退学率の高さ」について、事業計画においては

全国平均を上回る状況を挙げていた。令和 7年度の実績として、転退学率は 4.92%

（専攻科を除く）となり、前年度の 6.79%から数値上は改善した。 

この結果は、直接的な対策の成果というよりも、例年と比較して２、３学年の転退学

者が少なかったという偶発的な要素に起因する部分が大きいと考えられる。 

こうした状況を踏まえ、転退学率低減という課題に対し、本年度は根本的な解決に向

けた体制整備に着手した。これまでは場当たり的な対応にとどまることが多くあった

が、今後は欠席アラートの見直しや、不登校傾向を示す生徒への対応フローのマニュ

アル化を進める方針を固めた。早期の段階でスクールカウンセラーや養護教諭等が介

入できるような、組織的かつ具体的な支援体制の構築についても、次年度以降の重要

課題として設定した。 

 

２. 財務上の数値目標と「KPI」の進捗 

中期計画最終年度（令和 11年度）における財務上の数値目標として、「経常収支差

額比率 8.0%」および「生徒数 670 名（令和 9年度中間目標：640 名）」が設定されて

いる。本年度の生徒数実績については、高校単体で 590 名、専攻科を含めると 649名

となっており、目標達成に向けた一定の進捗が確認されている。また、財務健全化に

向けた取り組みとして奨学費の適正化を進め、過去のデータ分析に基づき本年度は奨

学生制度の一部見直しを行った。この結果、令和 8年度新入生の奨学費率は過去（令

和 5年度）の実績水準まで改善に向かう見込みであり、具体的な成果を得ている。 

 

３. 重点事項の実施状況と成果 

重点事項１「教学改革」 

① 「キャリア探究コース」で個別最適化学習を導入 

事業計画において、生徒一人ひとりの習熟度や関心に応じた学習環境の整備が不十 

分であることが背景として挙げられていた。これに対応するため、「ラボ」の授業に 

おいて「スタディサプリ」を活用した個別最適化学習を週 3回実施し、生徒ごとの学 

習状況をデータ化した。この実施により、データに基づいた的確なサポート体制が構 

築されたことが成果として挙げられる。 

 

② 探究基礎での PBL学習（課題解決型学習）の展開 

実社会の課題をテーマとした探究学習を展開することを掲げ、3学期において 

「自由すぎる探究」への応募を見据えた PBL 授業を計 5回実施した。これにより、 

生徒が自律的な学びに触れる実践的な機会を提供することができた。今後の課題と 

しては、単発の実施にとどめず、通年のカリキュラムへと展開することが挙げられ 

る。 

 

③ 共創科の設置準備 

令和 8年度に予定する共創科の新設に向け、本年度は、共創科設立準備室を立ち上 

げた。その上で、弾力的な教育課程表やグラデュエーション・ポリシー等の方向性を 

策定した。策定に際しては、外部人材である「探究アドバイザー」の専門的な助言を 

もらいながら具体化を進めた。これにより、当初の課題であった共創科の構想の不明 

瞭さが解消され、準備室長の ToDoリストに基づき、開設に向けた教育的基盤の準備を 

概ね完了させることができた。今後は、策定したビジョンを現場に浸透させ、実際の 
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教育の質を高めていくことが課題となった。 

 

④ 普通科情報技術コース（仮称）の設置準備 

令和９年度設置予定の新コース設立に向けキックオフミーティングを開催し、久留 

米工業大学・九州情報大学との連携協議を実施した。DX ハイスクールの根幹である 

「デジタル人材育成」を軸に今後さらに「体験・経験」が重視される未来を見据えた 

「UX」の考えを組み込んだコース構想について議論を行った。 

具体的なカリキュラム策定等の詳細な設計については、令和 8年度に持ち越して継続 

準備を行うこととなった。 

 

⑤ やめない学校に向けた教員研修 

従来の授業展開からの脱却を図り、生徒の興味を最大限に引き出す多様な教育手法 

を取り入れることが背景として設定されていた。本年度は「令和の教育と働き方を切 

り拓く」をテーマに、哲学対話、ウェルビーイング、探究、L/G/B/Ts 等を扱う全 4回 

の職員研修を実施した。研修内容はテキスト化して共有することで教職員の意識改革 

や新たな視座の獲得に大きく寄与した。得られた知見を、実際の教育現場や生徒支援 

にどのように反映させ実践していくかが今後の課題となった。 

 

重点事項２「生徒募集」 

① Web サイトを活用した広報活動 

生徒目線での魅力発信を強化し、Web サイトを通じた広報体制を刷新することが求 

められていた。具体的には、Webサイトを Instagram や TikTok 等の SNSと連動させて 

運用を開始し、生徒主導による記事作成や部活動紹介ページの充実を図った。これに 

より、Web サイトの PV数は安定して月間 3万以上を維持し、生徒の活動を基軸とした 

広報基盤を構築することができた。 

 

② 中学校訪問の見直しと担当者の配置 

これまで中学校訪問の担当者が分散しており、情報共有が不十分であったという背 

景があった。本年度は専任担当者を配置し、過去のイベント参加率や受験率等のデー 

タに基づく ABC分析を用いて訪問校を分類し、訪問回数やタイミングの最適化を実施 

した。その結果、訪問記録をリアルタイムで共有する仕組みが整い、データを基盤と 

した戦略的な募集展開が実現した。 

 

③ 「募集戦略会議（仮称）」の発足 

訪問活動で得られたデータや所感を迅速に募集戦略へ反映させるための協議の場が 

必要とされていた。4月に本会議を発足し、客観的データに基づいた戦略立案や議論 

を行うため、本年度は全 11回の会議を実施した。これにより、募集活動全体の戦略立 

案が推進され、最終的な成果である入学者数および出願者数の確保に向けた効果的な 

議論の場として機能した。 

 

④ 最重点校の設定と地域連携の強化 

本校が位置する近隣地域の最重点校との連携を深め、地域における本校の認知度を 

高めることが目的とされていた。これに基づき、最重点校の小中学生をターゲットと 

した「純真ゲーム大会」を 3月に実施した。本イベントには 12 名が参加し、地域の子 

どもたちに対する関心度の向上と連携強化の機会を提供することができた。 
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⑤ メディア広報戦略の強化 

本年度は生徒運営の各種 SNSプラットフォームを新たに立ち上げたほか、10月には 

新規のプレスリリースを実施した。取材等を呼び込むことには繋がらなかったが、昨 

年度以上に、本校の教育活動が外部へ効果的に発信され、認知度の拡大には寄与し 

た。 

 

⑥ 新学科・新コースのコンセプトの周知・認知拡大 

令和 8年度の学科・コース新設を見据え、そのコンセプトや学びの内容を早期に外 

部へ開示し、周知を図った。今年度は公表に制約があったものの、別冊パンフレット 

の作成、SNS を通じた生徒の声の発信、診断アプリの開発、および計 11回の出前授業 

を実施した。これらの活動により、出前授業では平均満足度 96%を獲得するなど、新 

しい教育方針の認知拡大に成功した。 

 

⑦ 学納金の見直し 

私立高校無償化の制度変更を見据え、経営コストの高騰や新たな教学改革に対応す 

るための適正な学費体系の再構築が求められていた。本年度は現状分析を行った上 

で、令和 8年度の授業料および教育充実費の改定案を策定し、理事会の承認を得た。 

これにより、今後の学校運営を支えるための財務基盤を整えることができた。 

 

重点事項３「適切な経営資源の管理」 

① 教学改革と連動した補助金事業「DXハイスクール」 

教育改革の推進と外部資金の獲得を連動させ、持続可能な学校運営を目指すことが 

背景に、本年度は同事業の重点類型に採択され、700 万円の補助金を獲得した。この 

補助金は、共創科設立に向けた外部アドバイザーの招聘や高校生株式会社設立に向け 

た協議など、学校改革の具体的な事業費として支出された。これにより、獲得した補 

助金が有効に活用され、教学改革を後押しする成果を得た。 

 

② 財務管理の強化と予算の最適化 

前年踏襲型の予算編成から脱却し、実態に即した規模への精査を進めた。次年度予 

算の編成においては、各分掌からの要望に対する査定を実施したが、不足分の調整や 

重点事業への優先的な予算配分まで十分に踏み込むことはできなかった。今後は、事 

業の優先順位を明確化し、戦略的な予算配分の仕組みを構築する必要がある。 

 

③ 予算管理の適正化と透明性の向上 

予算執行の進捗状況を可視化することを目標とし、本年度は、全教職員が予算の利 

用状況をリアルタイムに閲覧できるスプレッドシートを作成し、情報の可視化を実施 

した。これにより、各責任者が状況を把握して執行できる環境が整備され、これまで 

アクセス困難であった予算情報をいつでも確認できる状態となったことが初年度の成 

果として挙げられる。しかしながら、実際の現場での活用事例の蓄積や、活用の仕組 

み化が今後の課題である。 

 

④ 奨学費 

財務状況の健全化に向けて、奨学金制度の選考基準等を重点的に見直すことが背景 

として設定されていた。過去の受験データの分析結果を踏まえ、本年度は影響検証を 

目的として、学力奨学生としての特段の声掛けを見送る措置を講じた。その結果、令 

和 8年度新入生の奨学費率は改善に向かう見込みとなり、適正化の方向性が示され 
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た。今後は、私立高校無償化の進展に伴い従来の授業料免除制度の魅力が大きく低下 

することを見据え、新たな支援制度の策定を進めることが課題となった。 

 

重点事項４「組織運営改革」 

① 定例会議等の見直し 

会議の目的明確化や決定プロセスの透明化を図り、組織運営の改善を目指すことが 

背景にあった。本年度は、各委員会の課題点を特定する取り組みを実施した。その結 

果、定例会議の形骸化といった課題の抽出が行われた。一方で、抜本的な改善には至 

らなかったため、次年度は運営委員会から職員会議の順に各会議のあり方を見直し、 

審議と報告の分離など新たなルール作りを進めていくことが課題となった。 

 

② 業務効率化 

今年度は事務室業務を中心に効率化を推進し、高校全体の円滑な業務遂行を目指し 

た。取り組みとして、事務室における証明書発行受付の Web 化、業務マニュアルの整 

備、および単純業務の半自動化等を実施した。これにより、業務の標準化と属人化の 

解消が進み、教員担当業務の事務室への移行が対応可能な体制となった。しかしなが 

ら、時間外勤務の削減および年次有給休暇の取得率向上といった成果には至らず、実 

態と乖離した KPI の再設定が必要であることが課題として浮き彫りとなった。今後 

は、教員の在校時間や業務量の可視化などに取り組む必要があると感じている。 

 

③ 働き方改革 

多様な働き方を可能にするため、在宅勤務等の効果的な実施方法を検討し、働きや 

すい環境を整備することが背景にあった。本年度は教職員を対象としたエンゲージメ 

ントサーベイを実施した。成果としては、これまで感覚的に捉えられていた業務の偏 

りや職員間の不公平感といった課題が、サーベイによって客観的に可視化・特定でき 

たことが挙げられる。 

今後は、サーベイで明確になった課題に対して全職員の目標シート提出と 1on1 面談 

を実施し、業務の適切な再分配に努めていく。 

 

４. 実施計画の進捗状況 

事業計画において設定された「実施計画」に関する本年度の進捗については、計画

に掲げられた主要な取り組みの多くを本報告書の「３. 重点事項の実施状況と成果」

に記載し、報告している。 

 なお、事業計画において今後の取り組み事項として掲げられている「通信制教育の

導入」および「高大接続の具現化」については、本年度において特筆すべき大きな動

きはなかった。生徒の多様な学びの機会の確保や進路支援を充実させるための重要な

課題であると認識しており、次年度以降も引き続き具体的な検討を進めていく。 

 

５. 組織運営および推進体制 

事業計画において目標として掲げられた「改正私立学校法施行による適切な学園運

営」については、法令および学園の方針に準拠し、適切な学校運営体制の維持に努め

た。今後とも、コンプライアンスを遵守し、学園本部と連携した健全かつ透明性の高

い学校運営を継続していく。 
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６. 情報共有とリスク認識 

学園の方針に準拠しながら、引き続き本校としても情報共有と管理体制をより強化

していくことを目指している。 

 事業計画に直接的に記載した事項ではないものの、危機管理体制の強化の一環とし

て、本年度は特に生徒が安心して学校生活を送れる環境を整えるための体制整備に注

力した。具体的には、いじめ問題への対応を強化するための「いじめ防止対策委員

会」を新たに設置するとともに、いじめの早期発見を目的としたチェックリストの策

定やいじめ発生時の対応フローチャートおよび各種マニュアル等の整備を行った。こ

れにより、事案発生時の迅速かつ適切な初動対応と、透明性を確保するための基盤を

構築することができた。 

 今後とも、学園の方針に準拠しつつ、教職員間での情報共有の徹底と、マニュアル

の継続的な見直しを行うことで、本校における危機管理体制をさらに強固なものとし

ていく。 

 

７.進路実績 

① 進路決定状況（実人数ベース）卒業生：140名 

 

区分 人数 卒業生 140 名に占める割合 備考 

進学（大学） 64名 45.7% 国公立 3名、私立 61

名 

進学（短期大学） 4名 2.9%  

進学（専門学校） 45名 32.1%  

進学 小計 113名 80.7% 進学者全体 

就職 13名 9.3% 民間企業・公務員等 

浪人・その他 14名 10.0%  

合計 140名 100.0% 卒業生数 

 

 卒業生の進路は進学者が 80.7%と大半を占めており、特に大学（45.7%）および専門

学校（32.1%）への進学が多い傾向がみられた。就職を選択する生徒は 9.3%となって

いる。 
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② 合格実績詳細（延べ合格者数：148名） 

区分 合格者数 延べ合格者数 148 名に占める割

合 

備考 

国公立大学 3名 2.0% 福岡教育大学、釧路

公立大学、宮崎公立

大学 

私立大学（関東） 5名 3.4% 帝京平成大学など 

私立大学（関西） 1名 0.7% 近畿大学 

私立大学（中国・

四国） 

2名 1.4% 岡山理科大学、環太

平洋大学 

私立大学（九州） 73名 49.3% 九州産業大学、福岡

工業大学など 

短期大学 4名 2.7% 精華女子短期大学な

ど 

専門学校 46名 31.1% 医療・美容・情報・

公務員系など 

就職 14名 9.5% 民間企業、公務員・

自衛官等 

合計 148名 100.0% 延べ合格者数 

 合格実績の半数近く（49.3%）を私立大学（九州）が占めており、地域内の大学への

進学意向が非常に高いことが伺える。 

 このうち、純真学園大学へは 4名が合格しており、大学進学者 64 名を母数とした場

合、6.3%に相当する。 

８.全体総括 

令和 7年度は、教学改革や生徒募集、組織運営といった各領域において、客観的デ

ータを基盤とした新しい取り組みが開始され、一定の成果を収めることができた。一

方で、本校の最重要課題である転退学率の低減に向けた直接的な対応については、ま

だ本格的な介入に至っていなかったのが実態である。 

 また、本年度実施した働きがいの調査（エンゲージメントサーベイ）で可視化され

た組織的課題や業務の偏りに真摯に向き合い、次年度はこれらの課題を踏まえた明確

なルール作りや、教職員の個別面談による目標管理に着手する所存である。 
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Ⅳ．財務の概要 

１.決算の概要 

①貸借対照表関係 

貸借対照表は、当該会計年度末における財政状態を表示するものです。 

当年度末の総資産額は 167 億 2,617 万円となり、前年度末より 3億 4,317 万円減少

となりました。総負債額は 23億 2,868 万円となり、前年度末の 21億 9,579万円から

1 億 3,288 万円増加しました。純資産の総額は 143 億 9,749 万円となり、前年度末よ

り 4億 7,605 万円減少となりました。 

 

【貸借対照表の状況と経年比較】 

(単位: 千円) 

科目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度  

固定資産 13,626,730 13,444,324 13,099,802 12,810,700 12,523,011 

有形固定資産 13,161,414 12,958,973 12,598,467 12,311,511 12,016,069 

特定資産 190,337 210,337 220,337 220,337 230,334 

その他の固定資産 274,979 275,013 280,997 278,851 276,609 

流動資産 3,698,671 3,974,824 4,276,880 4,258,638 4,203,158 

資産の部合計 17,325,402 17,419,147 17,376,682 17,069,338 16,726,169 

固定負債 906,463 880,073 843,918 802,254 770,532 

流動負債 1,716,910 1,493,866 1,479,455 1,393,540 1,558,144 

負債の部合計 2,623,373 2,373,939 2,323,373 2,195,794 2,328,676 

基本金 24,075,261 24,522,476 24,529,263 24,631,007 24,822,132 

第 1 号基本金 23,827,161 24,274,376 24,281,163 24,382,907 24,574,032 

第 3 号基本金 100 100 100 100 100 

第 4 号基本金 248,000 248,000 248,000 248,000 248,000 

翌年度繰越収支差額 ▲9,373,233 ▲9,477,268 ▲9,475,953 ▲ 9,757,463 ▲10,424,639 

純資産の部合計 14,702,028 15,045,208 15,053,310 14,873,544 14,397,493 

負債及び純資産の部合計 17,325,402 17,419,147 17,376,682 17,069,338 16,726,169 

【財務比率の経年比較】 

(単位: %) 

比率 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度  

固定資産構成比率 78.7 77.2 75.4 75.1 74.9 

固定負債構成比率 5.2 5.1 4.9 4.7 4.6 

内部留保資産比率 6.3 9.7 11.9 12.7 11.0 

運用資産余裕比率 0.7 0.9 0.9 1.0 0.9 



-49- 

 

比率 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度  

純資産構成比率 84.9 86.4 86.6 87.1 86.1 

繰越収支差額構成比率 ▲ 54.1 ▲54.4 ▲54.5 ▲57.2 ▲62.3 

固定比率 92.7 89.4 87.0 86.1 87.0 

固定長期適合率 87.3 84.4 82.4 81.7 82.6 

流動比率 215.4 266.1 289.1 305.6 269.8 

総負債比率 15.1 13.6 13.4 12.9 13.9 

負債比率 17.8 15.8 15.4 14.8 16.2 

減価償却比率 60.0 61.8 63.6 65.1 66.7 

積立率 30.3 31.9 33.5 32.3 30.0 

 

②事業活動収支計算書関係 

事業活動収支計算書は、企業会計でいう損益計算書に相当します。企業は営利を目

的としますが、学校法人は永続的な健全経営を求められ、「収支均衡」を目的として

います。 

当年度の収支状況としては、事業活動収入計は 33億 8,888 万円、事業活動支出計は

38 億 6,493 万円となったため、基本金組入前当年度収支差額は 4億 7,605 万円の支出

超過となり、前年度より支出超過額が 2億 9,628万円拡大しました。 

 

【事業活動収支計算書の状況と経年比較】 

(単位: 千円) 

科目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度  

教
育
活
動
収
支 

事業活動収入の部 

学生生徒等納付金 2,854,129 2,840,473 2,676,499 2,423,682 2,295,231 

手数料 49,949 43,031 34,593 33,417 39,536 

寄付金 5,764 1,970 3,488 4,985 1,001 

経常費等補助金 723,919 763,697 764,644 699,581 822,281 

付随事業収入 75,142 68,583 61,275 55,134 46,493 

雑収入 65,323 68,619 97,959 94,642 140,417 

教育活動収入計 3,774,226 3,786,373 3,638,458 3,311,441 3,344,958 

事業活動支出の部 

人件費 1,850,307 1,853,717 1,975,631 1,897,177 1,951,026 

教育研究経費 1,385,899 1,284,448 1,301,845 1,300,482 1,487,132 

管理経費 463,044 336,807 336,573 323,435 326,123 

徴収不能額等 0 490 1,020 620 0 

教育活動支出計 3,699,250 3,475,463 3,615,069 3,521,713 3,764,280 

教育活動収支差額 74,976 310,910 23,389 ▲ 210,272 ▲ 419,323 
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科目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度  

教
育
活
動
外
収
支 

事業活動収入の部 

受取利息・配当金 122 124 100 1797 8,216 

その他の教育活動外収
入 

0 0 0 0 0 

教育活動外収入計 122 124 100 1,797 8,216 

事業活動支出の部 

借入金等利息 6,320 5,508 4,822 4,511 4,200 

その他の教育活動外支
出 

0 0 0 0 0 

教育活動外支出計 6,320 5,508 4,822 4,511 4,200 

教育活動外収支差額 ▲ 6,197 ▲ 5,384 ▲ 4,722 ▲ 2,714 4,016 

経常収支差額 68,779 305,526 18,667 ▲ 212,986 ▲ 415,306 

特
別
収
支 

事業活動収入の部 

資産売却差額 20 0 0 0 892 

その他の特別収入 112,316 48,999 10,530 38,165 34,810 

特別収入計 112,336 48,999 10,530 38,165 35,702 

事業活動支出の部 

資産処分差額 86,710 11,331 21,073 4,927 5,839 

その他の特別支出 177 14 22 17 90,608 

特別支出計 86,887 11,345 21,095 4,944 96,447 

特別収支差額 25,449 37,654 ▲ 10,565 33,221 ▲ 60,745 

基本金組入前当年度収支差額 94,227 343,180 8,101 ▲ 179,765 ▲ 476,051 

基本金組入額合計 ▲ 291,265 ▲ 453,125 ▲ 123,392 ▲134,188 ▲219,465 

当年度収支差額 ▲ 197,038 ▲ 109,946 ▲ 115,291 ▲313,953 ▲695,516 

前年度繰越収支差額 ▲9,237,106 ▲9,373,233 ▲9,477,268 ▲9,475,953 ▲9,757,463 

基本金取崩額 60,911 5,910 116,605 32,444 28,340 

翌年度繰越収支差額 ▲9,373,233 ▲9,477,280 ▲9,475,953 ▲9,757,463 ▲10,424,639 

(参考) 事業活動収入計 3,886,684 3,835,496 3,649,087 3,351,403 3,388,876 

(参考) 事業活動支出計 3,792,457 3,492,316 3,640,986 3,531,168 3,864,927 
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【財務比率の経年比較】 

(単位: %) 

比率 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度  

人件費比率 49.0 49.0 54.3 57.3 58.2 

人件費依存率 64.8 65.3 73.8 78.3 85.0 

教育研究経費比率 36.7 33.9 35.8 39.3 44.3 

管理経費比率 12.3 8.9 9.3 9.8 9.7 

借入金等利息比率 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 

経常収支差額比率 1.8 8.1 0.5 ▲ 6.4 ▲ 12.4 

事業活動収支差額比率 2.4 8.9 0.2 ▲ 5.4 ▲ 14.0 

基本金組入後収支比率 105.5 103.3 103.3 109.8 121.9 

学生生徒等納付金比率 75.6 75.0 73.6 73.2 68.4 

寄付金比率 0.3 0.1 0.2 0.3 0.1 

経常補助金比率 19.2 20.2 21.0 21.1 24.5 

基本金組入率 7.5 11.8 3.4 4.0 6.5 

減価償却額比率 16.1 16.2 14.6 14.9 13.7 

 

③資金収支計算書関係 

資金収支計算書は、学校法人の当該年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出

内容並びに当該年度の支払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）の

収入および支出のてん末を明らかにするものです。 

当年度収入合計は 42億 1,710万円であり、前年度繰越支払資金 41億 4,234 万円を

加えた収入の部合計は 83 億 5,944 万円となりました。一方、当年度支出合計は 44億

2,020万円となり、その結果翌年度繰越支払資金は 39 億 3,924 万円となりました。 

 

【資金収支計算書の状況と経年比較】 

(単位: 千円) 

収入の部 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度  

学生生徒等納付金収入 2,854,129 2,840,473 2,676,499 2,423,682 2,295,231 

手数料収入 49,949 43,031 34,593 33,417 39,536 

寄付金収入 2,451 1,340 2,297 4,741 978 

補助金収入 829,883 810,287 772,122 732,725 854,251 

(国庫補助金収入) (512,961) (485,422) (442,238) (415,957) (538,373) 

(地方公共団体補助金収入) (316,922) (324,865) (329,884) (316,768) (315,878) 

資産売却収入 20 0 2,998 0 4,146 

付随事業・収益事業収入 75,142 68,583 61,275 55,134 46,493 

受取利息・配当金収入 122 124 100 1,797 8,216 
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収入の部 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度  

雑収入 63,662 68,622 104,620 94,650 140,946 

借入金等収入 0 0 0 0 0 

前受金収入 1,160,301 1,078,255 969,712 925,297 938,094 

その他の収入 1,181,130 1,205,305 1,147,914 966,389 1,060,891 

資金収入調整勘定 ▲ 1,322,571 ▲ 1,257,808 ▲ 1,165,451 ▲ 1,068,009 ▲ 1,171,682 

前年度繰越支払資金 3,287,794 3,530,551 3,860,636 4,173,568 4,142,340 

収入の部合計 8,182,012 8,388,763 8,467,315 8,343,391 8,359,440 

 

支出の部 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度  

人件費支出 1,843,421 1,835,667 1,967,346 1,894,401 1,942,979 

教育研究経費支出 882,661 799,518 835,276 836,016 1,029,680 

管理経費支出 361,629 256,153 272,350 261,169 264,997 

借入金等利息支出 6,320 5,508 4,822 4,511 4,200 

借入金等返済支出 144,520 144,440 44,440 44,440 44,440 

施設関係支出 215,463 228,876 109,750 165,633 143,144 

設備関係支出 135,487 141,687 78,184 71,902 84,885 

資産運用支出 4,037 24,037 12,860 2,860 12,860 

その他の支出 1,279,506 1,290,804 1,270,148 1,217,549 1,273,217 

資金支出調整勘定 ▲ 221,583 ▲ 198,564 ▲ 301,429 ▲ 297,430 ▲ 380,205 

翌年度繰越支払資金 3,530,551 3,860,636 4,173,568 4,142,340 3,939,242 

支出の部合計 8,182,012 8,388,763 8,467,315 8,343,391 8,359,440 

 

④活動区分資金収支計算書関係 

 資金収支計算書を「教育活動」「施設設備等活動」「その他活動」に区分し、活動

区分ごとの資金の流れを明らかにするものです。 

 当年度の教育活動資金収支差額は 1億 1,347万円となり、前年度より 1億 4,314万

円収入超過額が減少しました。施設設備等活動資金収支差額は▲2億 5,046 万円とな

り、前年度より支出超過額が 4,862 万円増加しました。その他の活動資金収支差額は

▲6,610万円となり、前年度より支出超過額が 1,988 万円減少しました。その結果、

翌年度繰越支払資金は 39 億 3,924 万円となり、前年度より 2億 310 万円減少しまし

た。 
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【活動資金収支計算書の状況と経年比較】 

(単位: 千円) 

科目 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度  

教育活動による資金収支 

教育活動資金収入計 3,769,232 3,785,743 3,637,267 3,311,197 3,344,935 

教育活動資金支出計 3,087,535 2,891,324 3,074,950 2,991,568 3,237,601 

差引 681,697 894,419 562,317 319,629 107,334 

調整勘定等  4,274 ▲ 85,152 82,187 ▲ 63,026 6,133 

教育活動資金収支差額 685,971 809,267 480,130 256,603 113,468 

施設整備等による資金収支 

施設整備等活動資金収入計 105,984 46,590 10,476 33,144 36,116 

施設整備等活動資金支出計 350,950 370,563 187,934 33,144 228,029 

差引 ▲ 244,966 ▲ 323,973 ▲ 177,458 ▲ 204,391 ▲ 191,913 

調整勘定等 ▲ 54,518 34,201 75,773 2,546 ▲ 58,548 

施設整備等活動資金収支差額 ▲ 299,484 ▲ 289,772 ▲ 101,685 ▲ 201,846 ▲ 250,461 

小計(教育活動資金収支差額 + 
施設整備等活動資金収支差額) 

386,487 519,494 378,445 54,758 ▲ 136,993 

その他の活動による資金収支 

その他の活動資金収入計 1,112,465 1,054,153 1,057,779 882,117 972,055 

その他の活動資金支出計 1,256,583 1,245,472 1,129,460 965,643 1,038,104 

差引 ▲ 144,117 ▲ 191,319 ▲ 71,681 ▲ 83,525 ▲ 66,049 

調整勘定等 387 1,910 6,168 2,460 ▲ 55 

その他の活動資金収支差額 ▲ 143,730 ▲ 189,409 ▲ 65,513 ▲ 85,985 ▲ 66,104 

支払資金の増減額(小計＋その他
の活動資金収支差額) 

242,757 330,085 312,932 ▲ 31,278 ▲ 203,098 

前年度繰越支払資金 3,287,794 3,530,551 3,860,636 4,173,568 4,142,340 

翌年度繰越支払資金 3,530,551 3,860,636 4,173,568 4,142,340 3,939,242 

２.その他 

①資産運用の状況 

・運用目的・運用目標・運用方針 

本学における資産運用は、特定資産の確実な維持・保全を主な目的としています。

現在は元本の安全性を最優先とし、流動性を勘案した堅実な運用を行う方針としてい

ます。 

・資産運用に関するガバナンス体制・運用体制 

資産運用の適正性を確保するため、財務担当部署が資金状況の把握および管理運営

を行い、運用の開始や変更等の重要事項については理事会の審議・承認を経る意思決

定体制を敷いています。また、その実績については理事会・評議員会への報告を行い

ます。 
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・本年度の運用の概況 

当会計年度末における資産運用の実績は以下の通りです。現在、本学の主な運用資

産は教育研究活動の安定化を目的とした投資信託のみとなっています。 

                                 （単位:千円） 

種類 貸借対照表計上額 時 価（円） 差 額（円） 

投資信託 234 288 54 

合 計 234 288 54 

 

②学校債の状況 

 学校債はありません。 

 

③寄付金の状況 

当会計年度における寄付金の受け入れ実績（現物寄付を含む）は以下の通りです。 

 

(単位: 千円) 

寄付金の種類 金額 

特別寄付金 945 

一般寄付金 33 

現物寄付 2,334 

合計 3,312 

 

④補助金の状況 

国および地方公共団体から交付された各種補助金の当会計年度における確定・交付実績 

は以下の通りです。 

(単位: 千円) 

補助金の種類 金額 

国庫補助金 538,373 

地方公共団体補助金 315,878 

合計 854,251 

 

⑤収益事業の状況 

 収益事業はありません。 

 

３. 経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針対応方策 

近年の経常収支差額の推移は、令和 4 年度が 3億 553万円、令和 5年度が 1,867万

円、令和 6年度が▲2億 1,299万円、そして当年度は▲4億 1,531万円となり、前年度

に続き支出超過が生じる結果となりました。この背景には、近年の四年制大学志向に

伴う短期大学離れを背景に、純真短期大学の募集停止や埼玉純真短期大学における学

生数の減少が生じており、これらに起因する定員動向の変化により、学校運営の主軸

である学生生徒等納付金が 22億 9,523 万円（前年度比▲1億 2,845 万円）と減少した

影響があります。この縮小局面にあっても在学生への教育の質を維持するため、教職

員人件費をはじめとする固定費の最適化に一定の猶予期間を要しました。その結果、
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人件費依存率は上昇しており、今後は施設・設備の転用に伴う維持費用の見直しや、

人員・業務の再配置などによる費用構造の是正が課題となっています 。  

また、令和 7年度における主要な動向として、存続部門の次年度（令和 8年度）に

向けた募集実績が挙げられますが、これらは部門ごとに明暗が分かれる結果となりま

した。純真学園大学（入学者 306名／定員 295名）および純真高等学校（入学者 327

名／定員 230名）においては定員を上回る大幅な増加を記録いたしました。これによ

り、次年度における学生・生徒数の増加とそれに伴う納付金収入の確実な回復が見込

まれ、次年度以降の安定した財政運営の基盤を築く確実な成果となっています。 

一方で、埼玉純真短期大学の令和 8年度入学者においては、前年度の 65名から 93

名へと回復傾向にあるものの、入学定員 150 名には届かず、定員割れの状況から脱却

するには至っていません。全体としての財政状況は好転の兆しを見せているものの、

部門間における収益性の偏りが今後の経営課題となっています。 

本学園は、現在の局面を健全な財務基盤を再構築するための極めて重要な転換期で

あると捉えております。今後は、入学者増が進む成長部門を学園全体の収支安定化の

柱としつつ、各部門が一体となって収支の改善に取り組むとともに、組織の適正規模

化に合わせた支出の見直しを進めます。同時に、外部資金の獲得や寄付金の充実、遊

休資産の処分等の計画を引き続き推し進めることで、学納金収入のみに頼らない多角

的な財政基盤を構築いたします。これにより、収入の変動に対して柔軟に適応できる

安定した費用構造への転換を急ぎ、早期の収支改善を目指してまいります。 
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Ⅴ．学校法人の業務の適性を確保するための体制（内部統制システム）の整備 

及び運用状況の概要 

 
１．関係する決議の概要 

当法人では、私立学校法および寄附行為に基づき、業務の適正を確保するための

体制（内部統制システム）の整備に関する基本方針を、令和 7年 2月 18日開催の理

事会において決議しました。 

本方針に基づき、以下の規程等を整備・運用することで、経営の透明性と健全性

の向上を図っています。  

コンプライアンス規程 

 理事会運営規則 

 評議員会運営規則 

 文書管理規程 

 危機管理委員会規程 

 職務及び決裁権限規程 

 事務組織規則 

 監事監査規程 

 内部通報規程 

 教学経営連携会議 

  

２．体制整備及び運用状況の概要 

① 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

寄附行為および文書管理規程に基づき、理事会・評議員会等の重要会議の議事

録、決裁書類その他の職務執行に係る重要な情報を、適切に作成、保存および管理

しています。また、重要な意思決定プロセスを後日検証可能な状態で保管してお

り、理事および監事からの閲覧請求に対し迅速に対応できる体制を維持しました。 

 

②損失の危険の管理に関する規程その他体制 

危機管理委員会規程を制定し、学園全体の危機管理・リスク管理に関する審議・

推進機関として危機管理委員会を設置しています。また、体制のマスタープランと

なる危機管理・リスク管理体制構築計画書を策定し、リスクの分類、役割権限、平

時の PDCAサイクルおよび有事の初動体制を明確化しています。あわせて、全設置校

の指針となる危機管理マニュアル骨子を整備し、組織的な対応基盤を構築しまし

た。 

 

⑤理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

職務及び決裁権限規程により、理事の担当業務と各学長・校長の権限を明確化

し、機動的な業務執行体制を構築しています。定例理事会の開催に加え、3ヶ月に 1

回以上の頻度で理事長および業務執行理事が職務執行状況を理事会に報告し、相互
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監督と迅速な意思決定を両立させました。また、令和 7年度より新たに設置した教

学経営連携会議を通じて、経営と教学の円滑な合意形成を図っています。 

 

⑤ 職員の職務の執行が法令及び寄附行為に適合することを確保するための体制 

コンプライアンス規程を定め、教職員が遵守すべき行動規範を明確化していま

す。また、不正の早期発見と是正を図るため、学内外に相談窓口（通報窓口）を設

置し、内部通報規程に基づき通報者の保護を徹底する体制を整えています。 

 

⑥ 監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制等 

監事が理事会・評議員会に出席し、意見を述べる機会を確保するとともに、監査

業務を補助する事務体制を整備しています。 

監事、理事長および会計監査人による三者連絡会を 5月と 10 月の年２回開催し、

情報の共有と連携を強化しました。 

 

 
 

 

 

 

  


